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２０２１年度中央社保協第１０回運営委員会  

 

２０２２年５月１１日（水）１３時半～ 

 日本医療労働会館会議室+オンライン会議 

 

【出席確認】 

○代表委員 

  住江（保団連）山田（民医連）前田（全労連）鎌倉（医労連） 

窪田（東京） 安達 (大阪) 

○運営委員 

 白沢〈山崎〉（障全協） 日野（新婦人） 中山〈宇野〉（全商連） 

 西野（全生連） 藤原（農民連） 民谷（福祉保育労） 村田（全教） 

   （建交労） 高山（年金者組合） 五十嵐（医労連） 

 上所（保団連） 梅津（共産党） 大門（国公労連） 

 小泉（自治労連）山之内（医療福祉生協連） 久保田（民医連） 

 

沢野（北海道） 高橋（宮城） 川嶋（埼玉） 藤田（千葉） 

窪田（東京） 根本（神奈川） 藤牧(石川) 小松（愛知） 

寺内（大阪） 楠藤（徳島） 西村(福岡)  

 

○事務局  

山口、是枝（事務局）、名嘉（保団連）、山本（民医連）、 

寺園（全労連）、林（医労連） 

 

＜報告事項＞  

３月 ３０日（水）第９回代表委員会 

   ３１日（木）いのちくらし社会保障立て直せ行動事務局会議 

４月  １日（金）２５条共同行動事務局会議 

        消費税導入３３年 全国一斉宣伝行動 

    ４日（月）いのちくらし社会保障立て直せ行動打ち合わせ 

        地域医療を守る交流集会実行委員会 

        国保部会 

    ５日（火）介護打合せ 

         税研集会実行委員会 

    ６日（水）第９回運営委員会 

         介護・障害者部会 

         定例国会行動 

    ８日（金）全労連社保闘争本部 

    ９日（土）大阪弁護士会 生活保護シンポジウム 
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   １２日（火）社保誌「憲法特集号」打ち合わせ 

   １３日（水）社保誌憲法特集号校正 

         山梨県社保協学習会 

   １４日（木）社会保障拡充「４」の日宣伝行動 

          ・参加 １７人（全労連、日本高齢期運動連絡会、全商 

連、中央社保協、東京民医連、東京土建、東京医労 

連、東京地評、東京社保協） 

・署名 いのち署名、都立病院 計１０筆 

・ティッシュ ８００個配布 

・アピール ①東京社保協、②東京医労連、③東京民医 

                連、④日本高齢期運動連絡会、⑤全労連 

   １５日（金） 年金支給日宣伝行動 

   １６日（土） 東京社保協総会 

   １７日（日） 介護シンポジウム 

   １８日（月） 近畿ブロック会議 

          ７５歳二倍化中止推進会議 

   １９日（火） 社保誌憲法特集号再校 

   ２０日（水） 定例国会行動 

          マイナンバー反対連絡会議代表者会議・学習会 

   ２１日（木） ７５歳二倍化中止署名提出国会行動 

          ２５条共同行動事務局会議 

          介護７団体打ち合わせ 

   ２２日（金） 社保誌憲法特集号責了 

   ２３日（土） 高知県社保協総会・シンポジウム 

   ２５日（月） いのちくらし社会保障立て直せ一斉行動・７５歳二倍化 

中止一斉宣伝行動 

          ７５歳二倍化中止宮本徹議員・懇談 

          国保部会 

   ２６日（火） 次長会議 

   ２７日（水） 第１０回代表委員会 

   ２８日（木） 国会議員要請・懇談（７５歳二倍化中止） 

          国会議員要請・懇談（介護改善） 

          いのちくらし社会保障立て直せ一斉行動打ち合わせ 

 ５月 １日（日） 第９３回メーデー 

    ３日（火） 憲法集会 

    ９日（月） 国会議員要請・懇談（介護改善） 
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社保テキスト打合せ 

憲法特集「Ｑ＆Ａパンフ」打ち合わせ 

１０日（火）介護３者打合せ 

社保テキストチーム会議 

   １１日（水） 第１０回運営委員会 

 

◆情勢の特徴 

（１）物価高 ３％増税並み

（赤旗 4/27付けより抜粋） 

 

灯油３０・６％増、都市ガス

２５・３％増、輸入牛肉１０・

４％増など、３月の消費者物価

指数は、食品やエネルギーなど

生活必需品の値上げが目立ち、

前年同月に比べ大きく値上がり

しています。３月の消費者物価

指数は生鮮食品を除く総合指数で前年同月比０・８％の上昇となっています

が、実際には３％程度の物価高が国民生活を襲い、消費税３％引き上げと同等

の負担増となっています。 

政府の緊急経済対策は、４月に期限切れとなる石油元売り業者を対象とした

補助金の９月末までの延長・拡充などが中心です。低所得の子育て世帯を対象

とした児童１人当たり５万円の給付は盛り込んだものの、各種支援措置の延長

や対症療法がほとんどで、危機の深刻化に対応できる規模と内容とはなってい

ません。 

２・７兆円を計上する補正予算は、石油元売り業者への補助金のための費用

と各種対策の当面の財源に充てる１・５兆円の予備費をあらためて補充し、当

初の予備費の水準（５・５兆円）に戻すという内容で、さらに、コロナ対策予

備費（５兆円）の使途を原油高と物価高にも拡大するとしています。 

生活困窮者に対する手厚い給付金など、国民生活を守るために必要な対策の

項目を示した補正予算が求められています。 

 

（２）自民党安全保障調査会 防衛予算を現在の国内総生産（GDP）比 1％程度

から 2％へ（東京新部４/９付けより抜粋） 軍備増強の動き 
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ロシアのウクライナ侵攻を受け、政府・

自民党は防衛費の大幅増を目指し、政府が

検討する敵基地攻撃能力の保有を視野に、

自民党安全保障調査会は、現在の国内総生

産（GDP）比 1％程度から 2％へ引き上げる

案を今後の論点整理としています。2％なら

米国と中国に次ぐ規模になり、憲法が掲げ

る平和主義の理念が一層、形骸化すること

になります。 

 岸田文雄首相は４月８日の記者会見で、

ウクライナ侵攻を受けた日本の防衛力につ

いて「あらゆる選択肢を排除せず検討し、

スピード感を持って抜本的に強化してい

く」と明言。 

 防衛費を巡っては、1976年に 1％枠を超

えないとする方針を閣議決定。86年に撤廃

されますが、1％程度で推移してきました。

安倍政権以降、増額が続き、当初予算で

2022年度まで 8年続けて過去最大を更新。

本年度当初予算で約 5兆 4000億円となっています。 

 

（３）総務省「公立病院経営強化ガイドライン」～病院統廃合を軌道修正 

（赤旗 ５/７付け抜粋） 

 

 総務省は、２００７年に「公立病院改革ガイドライン」、１５年に「新・公

立病院改革ガイドライン」を策定し、公立病院の「赤字解消」や「再編・ネッ

トワーク化」の名による病床削減・病院統廃合の号令を自治体にかけてきまし

た。とくに厚生労働省が１６年の「地域医療構想」で高度急性期・急性期病床

の２０万床削減計画を打ち出して以後は、「新・公立病院改革ガイドライン」

と「地域医療構想」を「整合」させながら公立病院の整理・淘汰（とうた）を

求めてきました。 

注目すべきは公立病院「改革」に向けた方針文書の“第３弾”にあたる「経

営強化ガイドライン」が、「改革」の重点を「赤字解消」から「経営強化」に

変更したことです。 

 「再編・ネットワーク化」の文言をなくす代わりに「病院間の役割分担・連

携」を強調。「改革」のための国の財政措置も、「複数病院の統合」を前提に施
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設整備費などを補助する従来のやり方から、「不採算地区病院」を維持しつ

つ、基幹病院から医師を派遣したり、救急体制の連携を行ったりする場合も支

援対象とするなど、“統廃合ありきではない”やり方に変えるとしています。 

 軌道修正について総務省は「感染拡大時の公立病院の役割が改めて認識され

た」と説明しています。背景に、コロナ危機のもとでも病床削減・病院統廃合

を進める政府への世論の批判があることは明らかです。 

 

 一方で、「経営強化ガイドライン」は引き続き、公立病院の民営化など「経

営形態の見直し」や、医療機能の「集約化」の検討を自治体に迫っています。 

 厚労省は「地域医療構想」を堅持し、４００超の公立・公的病院を統廃合の

対象として名指ししたリストも撤回しない立場です。高度急性期・急性期病床

の２０万床削減計画や、病床を減らした病院に消費税収を使って補助金を出す

「病床削減給付金」の仕組みも手付かずです。 

地域医療構想による急性期病床削減の計画はやめ、拡充に切り換えることこ

そが求められています。 

（自治労連速報参照） 

 

（４）経済安保法案、参院内閣委員会で可決 １１日にも成立 

 法案の秘密特許制度 産業発展を阻害 

 

岸田内閣が看板政策の一つに据える経済安全保障推進法案は 10日午前、参

院内閣委員会で採決が行われ、与野党の賛成多数で可決。11日にも参院本会議

で可決、成立する見通し。 

 法案は、重要物資の供給網（サプライチェーン）強化▽基幹インフラの安全

確保▽先端技術開発での官民協力▽核や武器開発につながる特許情報を非公開

にする制度の新設――の 4本柱で構成。安全保障上重要な物資を安定調達する

ための財政支援といった民間支援と、民間が導入する機器や部品の仕入れ先な

どを国に報告させる規制の側面があり、どこまで規制の対象にするかは政令や

省令で決めるとしています。 

 法案は、日本を軍事・経済の両面で米国の戦略に組み込むものであり、盛り

込まれている秘密特許制度は、「日本の産業発展を阻害する」ものと指摘され

ています。「軍事企業の促進、軍、産、学の軍事複合体に道を開くもの」と批

判されています。 

 

（５）国保料自治体３分の２で値上げの恐れ 標準保険料率で共産党が試算

（赤旗 ４月２５日付けより抜粋） 
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 ２０２２年度の市町村国保料（税）について、都道府県が市町村（東京特別

区を含む）に示した「標準保険料率」（保険料の「参考値」）にもとづいて、４

人家族のモデル世帯の保険料負担を日本共産党が試算したところ、全国の自治

体の３分の２に相当する１１１０の自治体で値上げとなる恐れがあることが判

明しました。 

 市町村の国保料（税）率は、６月ごろまでに決めるようになっていますが、

早いところはすでに決定しています。 

 ２３日現在で、すでに２２年度の国保料(税)率を決定してホームページで公

表している４１１自治体のうち、４８・４％に相当する１９９自治体が、実際

に値上げとなっています。据え置きする自治体の数は１７０（４１・４％）、

値下げは４２（１０・２％）となっています。 

 

（４）後期高齢者医療制度 ４．５年度保険料全国平均一人当たり６４７２円 

（国保新聞４月１０日付け参照） 

１人当たり保険料は、４０広域連合で増加、７広域連合で減少。制度創設時

（平成２０・２１年度）の５２８３円と比べ、２０．３％増になります。 

 

◆協議事項 

（１）当面する取り組みについて 

①新いのち署名「いのち・くらし・社会保障立て直せ一斉行動」 

１．４月２５日 全国一斉宣伝行動（高齢期運動連絡会速報ニュース参照） 

   ・中央 １２時～１３時半 新宿駅東口 

       １５団体６０人が参加 

   ・Twitterデモ 

    いのちくらし社会保障立て直   

せ一斉行動として➀12時スタ 

ート②１７時スタートで実 

施。 

ハッシュタグ（バナー参照） 

#後期高齢者の医療費 2割化 

やめて 

#コロナ禍で病院を減らさないで 

#保健所と保健師をふやして 
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２.５月中旬  一斉記者会見行動（中央は、５月１６日 案内参照） 

中央として各調査の概要等を提供する（別途資料参照） 

①「いのち・くらし・社会保障立て直せ一斉行動」・５・２６署名提出・国 

会行動について 

②民医連  コロナ禍の住民生活実態調査から概要 

③医労連  コロナでの医療現場の実態調査から概要 

④自治労連 現在の保健所の動向と実態から 

⑤全労連  ケア労働者の賃金・処遇改善問題 

⑥社保協  介護何でも相談結果からの実態 

⑦高齢者の生活実態と７５歳以上窓口負担二倍化に対する声 

（日本高連） 

 

３.５月２６日 第３回署名提出行動～社会保障拡充総決起行動として計画 

 （チラシ参照） 

 日程・１２時～１５時半  

会場・衆議院第一議員会館大会議室 ※会場確保は１０時半から 

規模・第一議員会館定数３００ 

    オンライン（Zoom、YouTube視聴）参加呼びかけ５００人以上 

    コロナ感染の見通しがつかない中、参加の判断は各団体にまかせる 

 主催・いのち・くらし・社会保障立て直せ一斉行動 

    （全労連、医労連、自治労連、民医連、社保協） 

提出署名予定 

   新いのち署名 

   介護改善署名 

   ７５歳医療費窓口負担２倍化中止署名 

内容  

１０時半  会場準備 

１１時半  受付 

１２時   署名提出行動 

        開会 

国会議員挨拶 

        議員要請説明 

  １３時   行動提起 

  １３時１０分 議員要請 

        各自昼食 

  １５時    全体報告集会 
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         議員要請報告 

  １５時半  閉会 解散 

国会議員要請 

 地元国会議員への要請 

 紹介議員の集約、各地の要請状況の把握も 

 ※４月４日現在の紹介議員数 １０１人１）４月２５日 全国一斉宣伝行動 

  

➁７５歳以上窓口負担２倍化反対の取り組み 

１.高齢者の生活実態を世論に発信する 

 「岸田さんこの声聞いてよ」アンケート、高齢者生活実態調査の集約（現在

170例集約） 

 5月 16日の全国一斉記者会見で中間報告予定 

２.国会議員への 75歳医療費 2倍化中止要請を徹底「廃止法案」提出を要請し

参議院選挙の政策に押し上げる 

 ４月２１日 宮本徹衆議院議員（共産）と懇談 

         立憲民主党の厚労委員、共闘派議員との懇談強化 

      保団連 馬淵澄夫衆議院議員、斎藤アレックス衆議院議員（いず 

れも立民）と懇談 ※別紙参照 

   ２８日 中島克仁衆議院議員 吉田統彦衆議院議員（いずれも立民）と   

 懇談 

 ５月１２日 長妻昭衆議院議員、山井和則衆議院議員、川田龍平参議院議員

（いずれも立民）と懇談予定 

   

※保団連 立憲民主党厚労部会 懇談 

                連合 懇談（佐保総合政策推進局長） 

 

３.地域で学習決起集会開催のための体制を確立し集会を行う 

各県段階で集会開催体制をつくり、統一学習決起集会をオンライン併用で計

画。集会で２倍化１０月実施中止をあらためて意思統一する 

   ●２００８年の後期高齢廃止法案の闘いを学ぶ動画視聴 

   ●「行動提起」の動画視聴 

   ●意見交換 

 ※長野 4/10寺尾さん学習会  

香川 4/16高連総会  

  奈良 4/6 年金執行委員会 4/15じいばあ宣伝 

  徳島、京都、千葉、北海道で開催検討中 
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４.地元選出議員への署名紹介議員応諾依頼行動を行う 

５.「廃止法案」提出求める取り組みとして、野党各党への申し入れる団体署 

名を実施する。団体署名を４月中に第一次集約、５月２６日までに最終集約を 

図る→１０日現在、高齢期運動連絡会・８０、社保協・６９、年金者組合５０ 

保険医協会９団体署名 ２０８団体分集約 

※社保協分 北海道 45、静岡 11、愛知 6など 

 ６. ５月２６日社会保障拡充総決起・いのち署名提出行動に結集する 

 ７.統一宣伝行動と署名提出行動に結集する 

      

 ③介護改善のたたかい（部会議題、資料参照） 

１.２０２２年介護電話相談開催へ（１１月１１日実施） 

  開催県の拡大、相談体制（電話数、相談員増）の検討 

２.「介護保険を崩壊させない！集会」(４/１７) 

  参加者：約 100 名 

 講演：井手英策さん 

 シンポジウム：医労連・寺田さん、家族の会・金子さん、 

21老福連・中島さん、京都・櫻庭さん、コーディネータ：小島さん 

３.介護関係７団体による５-６月に向けての団体署名提出、政党・議員懇談の

具体化 

◆団体署名１０日現在 社保協・２６２団体署名集約（千葉 100、石川 76、 

大阪 13、三重 12など） 

◆参議院議員選挙を迎えるにあたっての政党・国会議員懇談会 

・ 開催日時：２０２２年５月３１日（火）午後２時～午後４時３０分 

・場所：参議院議員会館会議室 

４.２０２２アクションプランの議論  

１１月に介護アクション 

 ２０２２介護署名は、６月確定を目指して検討し総会で意志統一。１１月 

に署名提出行動予定。 

 １０月の介護全国交流集会を運動の結節点として取り組む。 

 

④国保改善のたたかい（資料参照） 

１.各自治体国保料改定状況についての情報収集と自治体要請・懇談、地域で

の報告集会等の開催の検討 

２.国会議員との要請、懇談の計画検討 

→ 中央団体との共同も強めて取り組む。 

→ 国保の課題を国会で取り上げてもらう 
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    厚生労働委員への要請、懇談 

    宮本徹衆議院議員厚生労働委員会質疑（議事録、国保新聞参照） 

３.学習会の検討 → 全国国保学習交流集会（例年１２月に予定） 

  地域での課題を明らかにするための各県社保協、ブロックレベルでの学習 

会、交流集会等の検討 

  → 労働組合、団体の国保学習会 

  → 学習推進のための学習資材の検討、データ配信を基本に、社保誌の連 

載企画、記事の活用を図る。中央社保協ホームページの活用。 

４.地域での運動推進 

・国保料の動向について 

２２年度国保料改定状況について、保険料、短期証・資格書の発行状況等 

を把握する。フォーマットを示し、回答できる地域から回答を求める。 

地域の自治体アンケートを参考にする（別紙参照）  

・後期高齢保険料の動向について 

  各自治体、広域連合からの改定状況についての情報収集を図ります。 

広域連合との要請・懇談、議会傍聴等に取り組みます。 

報告集会等の開催を呼びかけます。 

 

５.全国総会方針 国保部分の検討、意見交換 

・第３期国保運営方針に向けて、「統一保険料反対」の地域からの運動推 

進、引き続き、「払える保険料」を求め生活実態を訴える運動を推進する 

 ・統一要求を掲げた議会要請、意見書採択運動に取り組みます 

 ・新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保険者等の国保 

料（税）の減免にあたり、20年度、21年度と同様に全額国費の財政支援継続

を求めます。 

 ・国保料、後期高齢医療保険料改定時の地域での報告交流集会の検討 

 ・全国国保学習交流集会（１２月？）を実施します。 

 

⑤ 憲法改悪ストップ！ 中央社保協としての当面の取組み 

１.２０２２年５月(初夏号)社会保障誌での「憲法特集」号発行 

 ・通常号に上積みして４４５０部を印刷 

在庫９７６部（１１日現在８２６部） 

・憲法特集号「Ｑ＆Ａパンフ」を抜き刷りで７０００部印刷 

 １８日以降に完成予定 

 各県社保協に５０部、加盟団体に２０部を送付予定。追加注文書を同封し 

ます（一部４０-５０円予定）。 
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別途、データ配信もします。 

 憲法特集号注文組織には一定数を上積みして送付します。 

・憲法特集号、Ｑ＆Ａパンフを活用した学習会開催をはじめ、憲法改悪を許 

さない「９条+２５条」を一体とした共同の推進を図ります。 

 ・「憲法特集号」を活用したオンライン学習会を、参議院選挙前に検討しま 

す。動画として講座後も公開できるように工夫し、わかりやすい内容に努め 

ます。そのための講師との事前の懇談、打ち合わせを検討します。 

 

２.憲法改悪ＮＯ 全国市民アクション、総がかり行動実行委員会が推進する

「憲法改悪」を許さない全国署名を加盟団体、各県・地域社保協で推進します 

 

３.２５条共同行動実行委員会/「憲法２５条を守り活かそう」オンライン学習

会（チラシ案参照） 

 日時 ６月１８日（土）１３時半～１６時 

 場所 オンライン（メイン会場 全水道会館） 

 内容（案） 

学習講演：ウクライナに暮らす人たちの現状（仮） 

～難民支援から見えてくること～ 

講師 ＮＰＯ法人 AAR Japan[難民を助ける会] 

意見交流  

※テーマ案：コロナが改めて明らかにした社会保障制度の諸問題 

    1.いのち・くらし・健康の実態から 

     ～さまざまな相談活動から実態の報告を踏まえて～ 

    2.支援を要する人たちを支える社会福祉事業の実態から 

     ～地域医療構想、エッセンシャルワーカーの現状、賃金引上げ等の 

     処遇改善～ 

    3.拡大する貧困の実態から 

～生活困窮者のくらし、シングルマザー問題、女性差別、生活保護 

制度の問題と実態～ 

 

⑥学習運動の推進（再掲） 

１．社会保障入門テキストを活用した「社会保障」学習会の開催呼びかけ 

社会保障誌春号で紹介→福岡県歯科保険医協会、新婦人大田支部 

群馬民医連、岡山民医連、横浜市社保協連続学習会、京都社保協事務局学習会 

で検討、実施、 

２.第４９回中央社保学校（９月１７-１８日 千葉市）の成功へ 
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当面のテンポについて 

※４月 企画確定 

 参加規模の検討 確認 

 学校参加費の検討 確認 

※５月 連休明けにチラシ、参加申込方法の検討（グーグルフォーム、エクセ

ル）、確定   

チラシ作成 データ配信と印刷 

配布・配信の日程検討 ～各集会、行動等でのチラシ配布も検討 

団体要請行動 

  中央団体 選挙後、8 月の総会案内とともに計画予定 

千葉県内各団体要請 

※８月３日 全国総会→成功への参加呼びかけ  

 

３.社会保障入門テキストの発行について 

1.入門テキストの補講を、2022初夏号（５月１０日発行）より連載します。 

第１回（2022初夏号）「人々が平和に生きるための社会保障運動」 

～神戸大学 井口克郎教授 

第２回（2022夏号）「日本と諸外国の社会保障制度の比較」（仮） 

～東北福祉大学 佐藤英仁准教授 

第３回（2022秋号）「参院選後の日本の民主主義」（仮） 

～神戸大学 井口克郎教授 

2.入門テキストの versionアップ（第２弾）について、テキストチーム会議で

検討を深め、２０２３年初夏号（５月１０日発行）での発行を目指します。 

3.第２弾の発行に向けて「フリートーク」を開催します。オンライン開催。 

 ・第 1 回 5 月 16 日（月） 18：30～20：00 ８人参加予定 

・第 2 回 5 月 24 日（火） 18：30～20：00 ６人参加予定 

 

⑦生活保護引き下げ反対の取り組み 

 1.いのとり裁判をはじめ、扶養照会問題、生活保護利用者の国保加入への動 

き等について、全生連と協議を予定します 

2.いのちのとりで裁判（進行一覧、資料参照） 

昨年 12月に結審していた東京・はっさく訴訟の判決日が６月２４日に決 

定し、生存権裁判を支える東京連絡会は、５月２９日に第１３回総会を開催 

します。 

現在、佐賀（５月１３日）、熊本（５月２５日）、東京（６月２４日）、 

宮城（７月２７日）、神奈川（１０月１９日）と判決日が決定していま 
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す。高裁は、北海道が控訴してから 1年 3か月ぶりに控訴審第 1回口頭弁論 

が開かれ、京都も大阪高裁で控訴審第 1回口頭弁論が行われることになりま 

した。 

 

 「いのちのとりで裁判全国アクション」が７月２日（土）に総会を予定。 

参加を呼び掛けます。  

 

⑧年金引き下げ反対の取り組み 

 1.「若者も高齢者も安心できる年金と雇用」を求める署名推進（別途署名デ 

ータ参照） 

  年金者組合が取り組む年金署名に各地で共同して取り組みます。 

 2.年金裁判支援の取り組み 

  裁判支援について各地で共同を推進します。（京都社保協・年金裁判ニュ 

ース参照） 

 年金裁判は、２高裁・３３地裁で不当判決という状況であり、ひきつづ 

き、各地での裁判闘争に共同し、結集します 

3.全国一斉に提起されている「年金支給日１５日宣伝行動」に共同します。 

 

⑨マイナンバー デジタル庁法「自治体標準化システム」問題 

 1.マイナンバー反対連絡会議 代表者会議・学習会 

  マイナンバー反対連絡会議は、４月２０日に全国代表者会議・学習会を開 

催し、当面の取り組みについて確認。引き続き、連絡会議と共同します。 

⑴各団体での学習活動を継続して行います。次期総会（8月 31日）で改 

めて学習に取り組みます。 

⑵当面、現行の署名での署名活動を行い、現在まで集約した署名は通常国 

会に提出。引き続き、新たな署名を検討します。 

⑶月 1 回程度の街頭宣伝活動を行います。各地方、地域で宣伝ができる 

ように、各団体を通じて、チラシ、リーフレットの配信を行います。 

⑷関係省庁などとの交渉を検討します。 

⑸マイナンバー制度に反対する団体と、学習会の紹介や参加をはじめ、シ 

ンポジウムや情報交換会など共同の取り組みを行います。 

 2.自治労連との共同推進 学習の連携 

 3.社会保障誌２０２２夏号でミニ特集を掲載 

  「デジタル庁法の現状と問題点」 自由法曹団 

  「自治体標準化システムの進行と問題点」 自治労連 

  「マイナンバーと健康保険証」 保団連 
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（２）全国総会方針素案 ～ 秋以降の運動推進に向けて検討 

 全国代表者会議において社保協運動の現状と重要性が強調されました。 

 共同の推進、制度改善（国保、介護等）をはじめとした社会保障要求の実現

運動、学習運動の強化・推進、社保協体制強化（地域社保協の結成、再建）、

県社保協事務局の強化など。 

 コロナ禍の下、制度要求の実現が緊急の課題ですが、この間の「いのち・く

らし」一斉行動等を通して、全世代、全階層の国民的要求の立ち上げが求めら

れているのではないでしょうか。（別紙 「たたかい全体像一覧」参照） 

 

◆２０２２年度第６５回全国総会方針素案（運動方針）  

（はじめに） 

 コロナ禍の収束が見えず、ロシアのウクライナ侵攻により憲法改悪、軍事増

強の声が高まる中、財界、自公政権による社会保障削減政策が加速していま

す。 

 税と社会保障の一体改革、全世代型社会保障政策による社会保障の総改悪攻

撃の下、２０２１年から、「いのちまもる緊急行動」（全労連、医療三単産、社

保協共同）、２０２２年は「いのちくらし社会保障立て直せ一斉行動」（全労

連、医労連、自治労連、民医連、社保協の５団体共同）と、２回の一斉行動を

展開してきました。 

 「一斉行動」と合わせ、各制度の共同も推進してきました。「共同」の中

で、①労働組合、民主団体をつなぐ結節点としての役割～日本高齢期運動連絡

会等との共闘推進、 

②各県、地域での社保協を通じての共同の呼びかけと地域での連携強化、 

③社保協加盟団体が一斉行動に参画して果たす役割の徹底など、 

中央社保協の果たしてきた役割を改めて強化していくことが求められていま

す。 

 さらに、全世代型社会保障改革とのたたかいをどう組織的に前進させるかも

重要な課題です。医療、介護、後期高齢、年金、障害・福祉等の共同がそれぞ

れの関係団体との中で進められており、全面的な社会保障改悪攻撃の中で社保

協に求められる役割の検討、議論が求められています。 

   

（たたかいの基調 素案） 

1.人権としての社会保障、全世代型社会保障政策をストップさせる社会保障共

同行動の推進を図ります。～医療、介護、高齢期、２５条等の共同の取り組み 
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2.医療費窓口負担の軽減と、税制の改革、国庫負担増を求めます。～「一斉行

動」の継続を追求 

3.社会保険料負担の軽減を求めます。制度ごとの保険料負担軽減と国庫負担増

を要求します～当事者、地域・職場の要求集約を図ります 

4.地域社保協の結成・再建・強化～キャラバン行動、自治体要請を推進し、学

習運動に努めます。 

 

（１）共同行動の前進～全世代、全階層の生活実態と声に即した運動推進を 

 政府・財界は「全世代型社会保障政策」を掲げ、社会保障と働き方改革を一

体のものとして社会保障を総くくりに世代間の対立をあおりながら、社会保障

改悪を加速させています。憲法２５条で規定された国の責任も棚上げにしたま

ま、自治体、地域住民に「自助、共助」、「自己責任」を押し付けています。 

 当事者の要求を柱に、社会保障運動は各制度の拡充を国、自治体に対し、そ

の役割、責任を果たすことを求め、さまざまな共同組織や実行委員会等も生ま

れ、運動を推進してきました。 

政府・財界の総攻撃の前にさらに、草の根からの大きな共同を構築していく

ことが求められており、社会保障運動の結節点としての役割を果たす「社保協

運動」の重要性がますます高まっています。 

 

 ◆全世代、全階層の生活実態と声に即した要求の検討と実現を目指します。 

  

 地域医療を守るたたかい、病床削減ストップのたたかいを「一斉行動」を踏

まえて共同の発展に社保協の結節点としての役割をふまえて、医療適正化計画

の中での医療費削減・抑制策のストップ、世代の分断政策を打ち破るために奮

闘します。そのために、全世代、全階層に共通する要求を掲げた社会保障拡充

運動を提起します。 

 

※医療費窓口負担の軽減（無料化）を求める要求 

 ・高齢者並びに、現役世代、青年のいのちと暮らしを守る統一的運動とし 

て検討 

※後期高齢医療費窓口負担２倍化反対の要求 

・１０月実施強行の場合、自治体で助成制度をどう作らせるかという運動提 

起の検討。 

※子ども医療費無料化、子どもの国保均等割りの拡大推進の中で、子育て世 

代の要求実現を図る 

・子供医療費無料化は各自治体で進んでいる状況もあり、さらにどう推進 
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させるか。厚労省の２２年３月時点の調査を起点に、どう広げるか最新情報 

の集約が重要。保団連、新婦人との共同推進 

・子どもの国保均等割り軽減は、その範囲の拡大等自治体の施策の上積みを

求める同時に、自治体の予算措置のペナルティを国にやめさせる要請強化を   

図ります。 

 

（２）国保をはじめ、社会保険料の負担軽減と国庫負担の増額を求めます。 

 当事者要求を前面にして制度改善要求運動を推進します。 

・医療改善 → 地域医療を守る課題、病院統廃合、ベッド削減反対 

・子供医療費無料化 

・統一保険料による国保料の引き上げ阻止し、「払える保険料」への運動と世

論構築を進めます。 

・後期高齢医療制度～７５歳医療費窓口負担２倍化１０月実施阻止 

          後期高齢者医療保険料の削減、 

・介護改善 ～ 介護関係７団体の共同推進と提言の活用 

・ケア労働アクション「処遇改善、賃金引上げ」 

・年金 → 最低保障年金 年金裁判 

・貧困 → 

・その他 → 

 

（３）生活保護をめぐるたたかいへの共同強化。 

生活保護利用者の要求実現、改善の取り組みと同時に、国民的な最低生活保障

の実現（ナショナルミニマム）を掲げた運動構築を目指します。 

中央社保協としての役割検討のため、全生連、いのとり裁判共同アクション等

との共同を強めます。 

 

（４）制度ごとの共同推進 

・介護関係７団体との共同 

・国保部会を中心として、国保と地域医療を守る運動の関係性を重視し、部会

体制強化を図ります。 

・介護障害者部会の組織的強化について、障全協をはじめ、加盟団体の関わり

を検討し、部会体制強化を図ります。 

 

※社保協がかかわる共同組織、実行委員会 

 地域医療を守る運動交流実行委員会 

 ７５歳二倍化を許さない運動推進会議 
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 いのち・くらし・社会保障立て直せ一斉行動 

 いのち・くらし守る全国集会実行委員会 

 介護改善７団体共同 

 全労連介護・ヘルパーネットワーク 

 全国介護改善要求交流集会実行委員会 

 「若者も高齢者も安心できる年金制度を」署名推進 

 滞納処分対策全国会議 

 憲法２５条共同行動実行委員会 

 福祉共同行動実行委員会 

 消費税廃止各界連絡会 

 いのちくらし守る税制研究集会実行委員会 

 マイナンバー反対連絡会議 

  

（５）社保協に求められる役割について 

1.学習運動の推進 

 全国的な学習運動 オンライン講座の開催を検討します。当面憲法特集号 

のオンライン講座を計画します。 

2.全国的な要求や到達点等の把握について、調査活動を地域にいかに返して 

いくかを重視し、取り組みを強化します。 

3.高齢者医療・福祉の課題と合わせて、現役世代に響くたたかいを検討し、労 

働組合、職場の中での社保運動の推進、学習会の開催等を要請、検討します。 

4.子育て世代の要求実現運動を関係団体と協議し推進します。 

5.地域・職場での相談活動の役割を樹脂し、強化します。 

6.ホームページ並びに、ＳＮＳの活用等をさらに充実させます。 

 

（６）運動推進の中で社保協署名の検討 

「一斉行動」の総括等を受けて、関係団体と協議します。 

全世代、全階層の生活実態と声に即した要求を検討します。 

 

（７）県・地域社保協の強化・結成再建 

 

（８）事務局体制の強化を図ります 

 1.国保部会、介護・障害者部会、社会保障誌編集委員会の体制強化、部店補

充の検討 

 2.各共同行動の役割と任務分担について検討し、積極的な役割を果たしま

す。 
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◆中央社保協役員体制（案） 

※２０２２年度全国総会（８月３日予定）において交代予定役員 

①代表委員 東京社保協→専従事務局長死去のため検討中 

現在は、事務局長代行が運営委員と兼任 

②事務局長（専従）日本医労連→７月の日本医労連大会で退任。医労連選出事 

務局次長と交代予定（７月１日着任予定） 

③事務局次長（専従）全日本民医連→２月の全国総会で退任。６月までに後任 

を選出予定  

          保団連 工藤次長交代 → 当面名嘉事務局長が対応  

 

※専従者は、８月３日の総会で交代予定 引継ぎ期間を７-８月に 

  

④運営委員 新婦人 池田亮子さん→日野徹子さんに交代（４月から） 

 

 ※６月の運営委員会で役員選出要請を確認し加盟団体に発信します。 

  

◆決算、予算について 

 ２０２１年度決算、２０２２年度予算案について以下のテンポで検討しま

す。 

 ５月２０日 事務局打ち合わせ 

   ２４日 次長会議 

   ２７日 代表委員会 

 ６月 １日 運営委員会 

 ６月 ９日頃 会計監査予定 

 ６月の次長会議、代表委員会で協議し、７月６日の運営委員会で確認 

 

◆総会方針議論のテンポについて 

 ・５月１１日 運営委員会  素案検討 

 ・５月２４日 次長会議    

・５月２７日 代表委員会    

 ・６月 １日 運営委員会  第一次案検討 

         ※各ブロック会議で検討 

        次長会議  

・６月２９日 代表委員会   

 ・７月 ６日 運営委員会 第二次案検討、確認 
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 ・７月２７日 代表委員会 最終案確認 

 ・８月 ３日 全国総会  

 

◆宣伝行動と署名提出スケジュール 

  ・全国一斉宣伝行動日  

   ５月１４日 社会保障拡充「４」の日宣伝行動 

５月２５日 いのち署名・社会保障拡充一斉宣伝行動 

   ５月２６日 第３回署名提出国会行動   

※署名提出は５月２６日 

 

（３）報告等 

①加盟団体報告 

 

②次回日程案 

 第１１回運営委員会 ６月１日（水）１３時半～ ※オンライン併用 

 第１２回運営委員会 ７月６日（水）１３時半～ ※オンライン併用 

２０２２年度全国総会 ８月３日（水） ※オンライン併用 
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人権としての医療・介護東京実行委員会 ＮＥＷＳ ＃１２ 

2022.4.6 人権としての医療・介護 東京実行委員会 事務局作成 

 

都議会第２回定例会にむけて、第４次請願署名開始しました 

第１回定例都議会厚生委員会で第 3次署名が不採択とされたので、定例会最終日 3月 25 日を前に

して、23 日午後に第 4次請願を 28筆の署名を添えて提出しました。この日はすべての会派を回る時

間がなく、紹介議員には、日本共産党都議になって頂き

ました。引き続き他の会派にもお願いする予定です。 

第 4 次請願は、都の予定する 7 月独法化移行の直前で

最後の都議会定例会で審議されることになります。審議

日は 5月 27 日あたりになりそうなので、最終集約を 5月

18 日、都議会最終提出日を 19 日とします。約 1 カ月の

短期間の取り組みとなりますが、「独法化はやめろ！」の

都民の意思表示をおおいに示していきましょう。 

 

3 月 15 日、第 3次請願審議、都議会包囲行動に 370 人 

 私たちが取り組んできた「都立病院を廃止す

るな！独法化中止」請願（第 3 次請願）が厚生

委員会で審議される 3 月 15 日には、370 名を超

える人々が「都議会包囲大行動」を行い、請願

を採択せよとシュプレヒコールをあげました。 

請願は、日本共産党、自由を守る会の賛成少

数で不採択となりました。さらに第一回定例都

議会に小池都知事が提案した「東京都立病院条

例を廃止する条例」、都立・公社病院への計上を

6 月末までとする予算案は、自民・公明党・都ファなどの賛成多数で可決されました。 

 この間の都議会審議の中で、都民にとって都立・公社病院を独法化しなければならない合理的根拠を都

側は全く示すことができませんでした。そればかりか、独法化提案の手続き自体が地方自治法違反であっ

たこと、都は国が進める公立・公的病院の再編統合方針に積極的に応え、今後、都立・公社病院の再編・

統合や病床機能の転換に筋道をつけたことが鮮明となりました。 

 コロナ禍の中で大きな役割を果たしている病院を地方独立行政法人に移行させ、約 7 千人の都職員を

減らし、約 7 千病床を採算優先の運営にしていく提案をした小池都知事、それに同意した都議会会派の

態度は、東京の医療体制を弱体化させ、都として都民のいの

ちと健康を守る役割を投げ捨てたものとして、後世からも大

きく非難されることになるでしょう（3 月 25 日付、実行委員

声明参照）。25 日夕方には新宿駅西口でこの「暴挙」を伝える

宣伝も行いました（左写真）。独法化実施は 7 月からです。ま

だまだこの状況が多くの都民には知られていません。「都立病

院は直営のままで、独法化は中止！」の世論を署名の取り組

みとあわせてさらに広げましょう。 

20



２０２２年３月２２日 都議会予算特別委員会

人口百万人あたり
コロナ死者数（累計）

（人）

大阪府
５０８人

東京都
２９０人

全国平均

２１５人

死亡者数は厚生労働省オープンデータより3月21日時点。人口は国勢調査より2020年 10月時点
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こんなひどいやり方で都立病院・公社病院を 
都直営でなくしてしまって良いのでしょうか⁈ 

 なぜ、都立病院だけでなく公社病院まで

地方独立行政法人化するのか。公社病

院は、2019年度186億円の負債を抱え

債務超過に陥る寸前。都立病院も駒込、

松沢、多摩・小児総合はPFIという方式で

建て替え、20年の契約で5,000億円以上

支払わなければなりません。これらの負担

を都から独立行政法人に押し付けられる

ことが危惧されます。 

初めから不透明な独法化 

 そもそも知事に「提言」してはいけな

い「都立病院経営委員会の提言」によ

り知事は独法化を決めました。経営委

員会には、都が独法化の調査を８千

万円で委託した企業の社員が、何故

か最初から委員に入っていました。 

患者負担増、行政的医療縮小、岸田政権がすすめる

公立・公的病院の統廃合を率先して実行？ 
 独法化されると採算優先の運営が迫られます。すでに独法化された東京

都健康長寿医療センターでは全床無料から4分の1が差額ベッド（最高27，

00０円）となりました。保険外での患者・利用者負担が増えることは明らかで

す。また、都直営だからこそ継続してきた感染症や難病、精神医療など、採

算のとりにくい「行政的医療」が縮小・廃止される可能性もあります。独法化

は、岸田自公政権が強行している公立・公的病院の統廃合を率先して実行

しようとしています。 

都立・公社だから迅速に
コロナ対応できた 

知事は「臨機応変な対応が求めら

れるコロナ対応を踏まえ、感染症医

療体制のさらなる強化が急務」だから

独法化すると言っています。しかし、

知事が直接指示できる都立や公社病

院だったからこそ全国トップのコロナ対

応病床ができたのです。独法化すれ

ば知事は直接指示できなくなってしま

います。 

   〒170-0005 東京都豊島区南大塚2-33-10  

      東京労働会館6階  事務局 東京社保協 
人権としての医療・介護東京実行委員会 

「独法化しても将来にわたって病院の統廃合は

ないのか」との都議会での質問には、小池知事

も東京都病院経営本部も否定していません。 

新型コロナ対応の責任を投げ出すのか？ 
 小池知事はコロナ感染第6波が始まった1月13日に新型コロナ感染

症を現在の2類感染症からインフルエンザと同じ5類にするよう政府

に申し入れしました。小池都政は都立病院、公社病院の運営を独

法化し、新型コロナ対応の責任も投げ出してしまうのでしょうか？ 

多摩総合医療センター 
小児総合医療センター 都立墨東病院 都立大塚病院 都立広尾病院 
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「都立病院廃止条例」と「2022年度予算」の可決に抗議し、 

7月からの都立・公社病院の地方独立行政法人化の撤回を求めます 

  
第１回定例都議会に小池都知事は「都立病院廃止条例」を提案し、都議会は、賛成多数でこれを可決、7月から都

立・公社病院を地方独立行政法人へ移行することを認めました。しかし、この地方独立行政法人化は検討段階から違法

性や利権問題が指摘されています。 

私たちは本定例都議会に5万7,511筆の署名を添えて「独法化中止」を求める請願を提出していました。この声に応える

ことなく、コロナ禍前に策定した「都立病院を廃止し、公社病院とともに地方独立行政法人に移行する方針」を見直す事な

く議会に提案した知事とこれに賛成した会派・議員に、私たちは怒りを持って抗議します。 

 新型コロナウイルス感染が広がる中で都立・公社病院は都民のいのちを守るためにコロナ対応病床を全国トップレベルで

確保し、職員をコロナ対応支援に派遣し、都民のいのちと暮らしを守る大きな役割を果たしています。この間の都の広報で

も議会論議でも、コロナ禍中で、そうした成果の検証や運営形態を大きく変える必然性に対して合理的な説明はほとんどさ

れていません。 

都立・公社病院を廃止し、地方独立行政法人に移行することは、約７千人の都の職員の身分を奪うと同時に、法人は

移行された約７千床を含め、採算優先の運営を求められることになります。そうなれば、都直営時に比べて差額ベッド料な

ど保険外での収入増、人件費などの経費減に拍車がかかり、患者にとっては医療費負担が増えることが懸念されます。ま

た都立病院が設立時から担ってきた感染症や精神科医療、難病、災害医療など採算のとりにくい医療の後退、経験によ

るスキル蓄積の後退につながることは、先に独法化された病院の例を見ても明らかです。 

独立行政法人化は、都民へ医療提供体制を弱体化させるばかりか、東京都として都民のいのちを守る責務を放棄する

ことになります。都民の声も都議会の関与が弱まることから、従来に比して届きにくくなります。 

私たちは、これまで「都民のいのちをまもる」ために東京都として担ってきた役割を継続させるため、「都立病院廃止条

例」の施行を中止し、７月からの都立・公社病院の地方独立行政法人への移行の撤回を求めるものです。そのために、引

き続き力を尽くす決意です。 

2022年3月25日 

人権としての医療・介護東京実行委員会 

 東京保険医協会の須田昭夫会長は、新聞のインタビューで次の

ようにお話しされています。 

 「昨年1月の新型コロナウイルス第3波で、感染しても入院できない

まま亡くなる人が続出しました。コロナ患者を受け入れていない病院

の救急外来で感染者が出ても、患者を入院させてくれる病院がな

かなか見つからず、外来診療がまひした病院も出ました。その時に、

都立広尾病院や公社豊島病院などがコロナ専用病床を増やしてく

れて、転院が必要な患者さんの流れがスムーズになり、医師からは

「本当に助かった」という声が出ました」 

 さらに、コロナ禍の最中での都立病院・公社病院の独法化は異

常。撤回すべきであると訴えました。  

都立病院や公社病院が転院を必要とする 

コロナ患者を受け入れてくれて本当に助かった 

都議会前で訴える須田会長 
左端は本田宏医師（2/22） 
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氏 名 住 所  （氏名、住所は「同上」や「〃」としないでください。） 

都 道 

県 府 

都 道 

県 府 

都 道 

県 府 

都 道 

県 府 

都 道 

県 府 

取扱団体：  

※  この署名用紙は、東京都議会請願以外個人情報が使用されることはありません。 

   問い合わせ・送付先： 人権としての医療・介護東京実行委員会 
〒170-0005 東京都豊島区南大塚2-33-10 東京労働会館6階  電話 03-5395-3165 

【請願趣旨】 

小池知事は第１回定例都議会に「都立病院廃止条例」を提案し、7月から都立病院・公社病院を地方独立

行政法人「東京都立病院機構」へ移行させようとしています。 

 新型コロナウイルス感染の終息が見通せない中で都立病院・公社病院は都民のいのちを守るためにコロナ対

応病床を最大限確保するとともに、その職員をコロナ対応支援に派遣し、都民のいのちを守る大きな役割を果

たしています。 

厚生労働省の調査でも、全国2,287病院中、コロナ患者対応病床確保の１位から11位までが都立病院・公

社病院です（2021年12月時点）。すでに独立行政法人化された全国の病院と比べても迅速、桁違いな規模で

対応できたのは、東京都直営で運営されてきたからにほかなりません。 

7月の独法化を機に、これまでコロナ対応で奮闘してきた都立病院・公社病院に勤務する6,838人の職員は、

自らが公務員ではなくなること、労働条件や給与保障などに不安な思いを抱き、退職希望も多数出ていると伝

え聞いています。経験豊かな職員の退職は、終息が見えないコロナ禍への対応力量を大きく後退させることに

なります。 

都立病院・公社病院を廃止し、地方独立行政法人に移行することは、採算を重視せざるを得なくなり、差額

ベッド料など保険外の医療負担が増えることが懸念されます。また都立病院が設立時から担ってきた感染症や

精神科医療、難病、災害医療など採算のとりにくい医療の後退につながることは前例をみても明らかです。 

独法化は、都民への医療提供体制を弱体化させるばかりか、東京都としていのちを守る医療の責務を放棄

することになります。都議会の監視体制も極端に少なくなり、都民の声もほとんど届かなくなります。 

「都民のいのちをまもる」これまで東京都が担ってきた役割を継続させるため、7月からの都立病院・公社病

院の地方独立行政法人化中止を求めます。 

【請願事項】 

１ 都立病院を廃止しないでください。 

２ 都立病院・公社病院の地方独立行政法人化を中止して下さい。 

都立病院を廃止するな！ 

東京都議会議長 
三宅 しげき 殿 
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宇都宮 健児 

弁護士 

元日弁連会長 

川嶋 みどり 

 

本田 宏 

前川 喜平 

 

松元 ヒロ 

宮子 あずさ 

看護師 

東京都と大阪府の新型コロナ対応病床確保状況（2022年2月16日現在） 

東京都 都立・公社14病院で2050床 

大阪府 地方独法化の5病院で192床 

 

 みんなで声をあげましょう。署名にご協力をお願いします。 

        人権としての医療・介護東京実行委員会    

〒170-0005 東京都豊島区南大塚2-33-10 東京労働会館6階 東京社保協内  

電話03-5395-3165   email:syahokyo.tokyo@gmail.com 
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4/11 日本共産党都議団との懇談 概要 

              対応：白石都議、窪田事務局 

2022.4.27 くぼた作成 

 

質問事項 

1，公社の手続きはどうなるのか？評議委員会などの開催と議題は？ 

・公社評議員会では、事業譲渡などについて今年度改めて議論する予定。 

  原議員が公社評議員。 

３月末に開催、評議員会は非公開。採算を独法に譲渡して解散 

 

 

2，法人の大臣認可申請のスケジュールは？ 

・確認する。法人中期計画は法人が作るので都議会への議案としては 7月以降。専決

処分となるか、臨時議会開催か？ 

 ・5/2 に団として総務大臣申請するな要請？ 

 

 

3，国会での論戦計画はあるのか。あるならばそれに呼応した大衆行動を展開すべき 

 ・確認する。総務委員会か？国は定款認可 

 

 

4，経営委員会に関連して地方自治法違反としているが、何条に違反しているのか？ 

・経営委員会の地方自治法違反は第二百二条の三に関して。関連して都税調など同じ

構造 になっていて都の杜撰さが明らかに。他の自治体でも知事付託は裁判で負け

ている。 

 

 

5，公社の続きに、都と国はどういう関与をするのか？ 

・国は？ 

  

 

団としては、 

論戦で①赤字論②制度制約論③コロナ対応論を破綻させ、独法化の危険性を明らかに

してきた。論戦を確信に 7月独法化はさせない闘いを運動とともにしていく。現場状況

をリアルに知りたい。 
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生存権裁判を支える東京連絡会

第１３回総会開催のお知らせ

日時：５月２９日(日）１時３０分～
会場：けんせつプラザ東京

（ＪＲ中央線大久保駅３分、山手線新大久保１０分）

第１部 記念講演

「生存権裁判と生活保護行政の今」

講師 田川英信さん

いのちの砦全国アクション事務局

第２部 総会

これまでの裁判で原告弁護団は、国が生活保護基準引き

下げの根拠としてきた「マイナス４．７８％の物価下落、

デフレ調整」をことごとく論破して「物価偽装」してきた

ことを明らかにしましたが、２月８日の第１１回口頭弁論

では国はこれまでのデフレ調整の目的を「生活保護受給者

世帯の可処分所得の実質的増加の調整」としてきましたが

「相対的」という字句を加えることで「一般国民との不均衡の調整のため」とすり替えてき

ました。この「すり替え」は、３月７日の秋田地方裁判所における不当判決の中でも行われ

ています。

原告弁護団は、この「すり替え」の根拠や過程を今後の裁判の中で詳細に追求していくと

ともに、原告の日々の生活が本当に「健康で文化的」なのかを示し、裁判官が原告の訴えに

向き合うよう働きかけていくことにしています。

コロナウィルス感染の蔓延など諸般の事情で総会を開けませんでしたが、約３年振りに開

きます。万障お繰り合わせの上ご参加下さい。

生存権裁判を支える東京連絡会
（事務局）

東京社会保障推進協議会 （０３）（３９４６）６８２３

東京都生活と健康を守る会連合会（０３）（５９６０）０２６６
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１０月から          
 

 

単身年収２００万円以上または 
世帯年収３２０万円以上 

２倍化されたら 「受診をひかえる」 「食費をへらす」 
 

政府は１０月からの２倍化実施を決めました。７５歳以上の窓口負担は、 

現在でも東京で平均年８万６千円以上。年収２００万円の一般的なケース 

で、窓口負担が２倍になれば、医療と介護で年収の２割を越えます。 

 私たちの調査には、３０％の人が「受診をひかえる」と回答。「食費を 

へらすしかない」という声も寄せられています。 

! 

窓口負担２倍化しても、現役世代の軽減額は月で３３円。 

年平均３５０円。２０歳から７５歳まで軽減されても 

総額１９,２５０円。７５歳から３か月の負担増分で 

吹っ飛びます。高齢の家族を支える人にも負担増は 

大きな痛手です。｢若者の負担軽減｣を声高に言うのは、 

高齢者と若者を対立させようという政府のねらいです。 

 

もっと詳しく知り 

たい方は、こちら 

をご覧下さい。 

日本でも１９７３年から

１０年間高齢者の窓口負担

は無料でした。今は税金や保

険料を払い、窓口負担まで。

こんな先進国はありません。

負担増になれば受診をガマ

ンする人が増えるのは当然。 

国民の負担が多く、先進国

では最低レベルの社会保障。 

スウェーデンは老後に備

えて貯金は不要。日本ではい

くら貯めても不安です。 

 

消費税が増やされる一方で、大企業の法人税と超富裕層の所得税は

大幅に軽減。大企業の内部留保と超富裕層の巨大資産は増える一方で

す。内部留保の大半は労働者の稼ぎと減税・優遇税制によるもの。危

機に備えるには２割で十分と言われます。応分の負担を求めれば、年

４６兆円を超える税収増が確保できます。国民がこれだけ苦しんでい

るのに、不必要にため込んだ内部留保を社会保障再建に向け支出する

のは大企業の社会的な務めではないでしょうか。 

現
在 ６万１千

円/年

３ 年 間 ９万７千
円/年

３年過
ぎ １２万２

千円/年

(例)関
節症&

高血圧
で通院

高齢者の年収は低い、これで暮らせるワケがない！ 
高齢者の単身無職者の平均年収は 150万円余。後期高齢者医療保険料

及び窓口負担で約 14万円、介護保険料で 8万円。これで平均 22万円。介

護保険を使えば 30万円以上に。合計で年収比２割にも。高齢者は年 30万

円余り貯金を取り崩す。賃貸住宅に住む高齢者は年 80万円も支払います。 

 

負担増はこれが出発点・・・厚労大臣は「終わりではない」と明言し

ました。２割負担基準を 150万円余にも引下げ、今後は３割に負担増

も。現役は「全世代型社会保障」で将来大幅負担増に。 
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東京社会保障推進協議会 
豊島区南大塚2-33-10東京労働会館6F 

TEL 03-5395-3165 FAX 03-3946-6823 

東京高齢期運動連絡会 
豊島区南大塚 3-43-13 スミヨシビル 3F 

TEL 03-5956-8781 FAX 03-5956-8782 

取り扱い団体  
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４
月
２
日
（
土
）
午
後
、

第
３
分
科
会
を
開
催
し
会
場

参
加
者
３
４
人
、
リ
モ
ー
ト

の
参
加
者
は
１
４
名
で
し
た
。

以
下
の
５
人
の
報
告
者
に

よ
る
充
実
し
た
報
告
と
活
発

な
論
議
で
意
義
あ
る
集
い
に

な
り
ま
し
た
。

●
「
駅
前
相
談
会
に
寄
せ

ら
れ
る
深
刻
な
事
例
」

東
京
ほ
く
と
医
療
生
協

組
織
課
長

森
松

伸
治

〇
北
区
の
孤
立
死
は
２
１
８

名
、
全
死
亡
者
数
３
６
２
５

名
の
６
％
（
２
０
２
０
年
）
。

北
区
の
自
殺
者
数
６
０
名
、

う
ち
７
０
代
７
名
、
８
０
代

８
名
（
男
性
１
名
、
女
性
７

名
）
。

〇
駅
前
相
談
会
は
８
年
間
で

58
回
開
催
、
相
談
件
数
700
件
。

〇
相
談
員
は
東
京
ほ
く
と
医

療
生
協
の
医
師
、
看
護
師
、

Ｍ
Ｓ
Ｗ
、
東
京
土
建
、
生
活

と
健
康
守
る
会
、
民
商
、
新

婦
人
、
法
律
事
務
所
が
毎
回

参
加
。

〇
相
談
内
容
は
医
療
１
５
％
、

労
働
相
談
１
４
％
。

●

「
介
護
な
ん
で
も
相
談
に

見
る
高
齢
期
の
危
機
」

中
央
社
保
協

事
務
局
次
長

是
枝

一
成

中
央
社
保
協
の
介
護
相
談

に
は
昨
年
の
２
倍
の
553
件
の

相
談
が
41
都
道
府
県
か
ら
寄

せ
ら
れ
。
実
際
に
は
数
十
倍

の
コ
ー
ル
が
あ
っ
た
。
「
介

護
に
疲
れ
た
」
「
死
に
た
い
」

「
早
く
逝
っ
て
ほ
し
い
」
な

ど
切
実
な
も
の
ば
か
り
。

コ
ロ
ナ
禍
で
の
在
宅
、
施
設

も
負
担
が
増
大
し
て
お
り
、

深
刻
化
し
て
い
る
こ
と
が
明

ら
か
に
な
っ
た
。

通
所
系
の
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

な
ど
が
制
限
さ
れ
、
家
族
の

負
担
が
増
大
。
介
護
者
が
一

層
孤
立
を
深
め
て
い
る
こ
と
。

介
護
の
費
用
負
担
が
深
刻
化
、

施
設
に
入
所
し
て
も
面
会
が

出
来
な
く
な
り
認
知
症
が
進

ん
だ
。
相
談
で
き
る
先
が
な

い
。ま

と
め
と
し
て
、
国
が
責

任
を
も
っ
て
「
介
護
の
社
会

化
」
を
め
ざ
し
て
の
抜
本
的

な
改
革
を
進
め
、
自
治
体
が

責
任
も
っ
て
患
者
の
実
情
を

把
握
し
、
具
体
的
な
施
策
を

行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

る
。

●
「
認
知
症
当
事
者
と
家
族

の
現
在
と
改
善
の
道
」

認
知
症
の
人
と
家
族
の
会

東
京
支
部

代
表

大
野

教
子

〇
現
在
47
都
道
府
県
に
支
部

が
結
成
さ
れ
、
会
員
数
約
一

万
名
。
「
介
護
の
社
会
化
」

と
「
認
知
症
に
な
っ
て
も
安

心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会
の
実

現
」
を
求
め
活
動
を
続
け
て

い
る
。

○
ひ
と
り
暮
ら
し…

受
診
や

サ
ー
ビ
ス
利
用
を
拒
否
、
本

人
の
不
安
、
近
所
と
の
関
係
。

経
済
的
な
問
題

○
老
老
介
護…

ひ
と
り
で
背

負
う
介
護⇒
心
身
と
も
に
疲

弊
。
在
宅
介
護
の
限
界

○
男
性
介
護
者…
家
事
と
介

護
の
両
立
で
疲
弊
。
孤
立
し

が
ち
・
自
分
の
時
間
が
持
て

な
い
。

○
独
身
の
子
に
よ
る
介
護…

介
護
離
職
、
経
済
的
な
不
安
、

将
来
の
不
安
、
精
神
疾
患
な

ど
、
家
族
の
介
護
負
担
に
つ

い
て
く
わ
し
く
報
告
さ
れ
ま

し
た
。

＜

介
護
と
仕
事
の
両
立＞

悩

ん
だ
こ
と
が
あ
る
介
護
家
族

は
41.

7
％

<

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
利
用

限
度
額>

超
過
は
８
人
に
１
人
。

超
過
金
額
の
平
均
５
３
，
７

３
５
円
。

<

認
知
症
の
症
状
へ
の
対
応
で

困
っ
て
い
る
こ
と>

<

生
活
上
の
困
難>

<

現
在
の
気

持
ち>

<

相
談
す
る
相
手>

<

介

護
継
続
へ
の
思
い>

●

高
齢
者
の
孤
立
と

貧
困
の
背
景

東
京
高
齢
期
運
動
連
絡
会

事
務
局
長

菅
谷

正
見

○

高
齢
化
が
急
速
に
進
ん
で

い
る
。

か
つ
て
「
福
祉
元
年
」
と

言
わ
れ
た
時
代
が
あ
っ
た
。

し
か
し
、
高
齢
者
は
「
一
人

東 京 高 連 ニ ュ ー ス 2022年4月25日第60号(1)

東
京
高
連
ニ
ュ
ー
ス
発 行

東京高齢期運動連絡会

電話03(5956)8781
FAX03(5956)8782
em:tokyo.koureiki@gmail.com

発行人：菅谷正見

第
31
回
ゆ
た
か
な
高
齢
期
を
め
ざ
す

東
京
の
つ
ど
い

第
３
分
科
会

高
齢
者
の
実
態
と
人
権
・

こ
れ
か
ら
の
運
動
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暮
ら
し
」
「
病
気
・
介
護
・

認
知
症
」
「
収
入
」
の
不
安

を
抱
え
て
い
ま
す
。

★

一
人
暮
ら
し
が
増
え
、
介

護
の
需
要
が
増
え
る
。

★

介
護
認
定
さ
れ
て
も
、
利

用
で
き
な
い
高
齢
者
が
い
る
。

★

労
働
組
合
な
ど
国
民
運
動

で
老
人
医
療
費
・
現
役
労
働

者
医
療
費
窓
口
無
料
の
時
代

が
あ
っ
た
。

★

第
２
臨
調
１
９
８
０
年

以
降
、

老
人
医
療
費
が
無
料

か
ら
有
料
に
。
介
護
は
、
原

則
無
料
か
ら
保
険
制
度
に
。

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
が
導

入
さ
れ
る
。
年
金
制
度
改
悪

続
き
、
実
質
的
に
下
が
り
続

け
る
仕
組
み
に
。
★

労
働
者

派
遣
法
等
の
規
制
緩
和
で
非

正
規
・
低
賃
金
が
拡
大
。
背

景
に
戦
略
的
な
労
組
潰
し
が

あ
る
。

●

「
高
齢
者
の
人
権
と
こ

れ
か
ら
の
運
動
～
長
生
き

し
た
い
国
へ
の
転
換
を
め

ざ
し
て
」

日
本
高
齢
期
運
動
サ
ポ
ー

ト
セ
ン
タ
ー
・
鐘
ヶ
江
正
志

１
、
長
寿
を
喜
べ
な
い
将
来

不
安
を
つ
く
り
だ
す
日
本
と

そ
の
背
景
に
つ
い
て
報
告
さ

れ
ま
し
た
。

①
ど
ん
な
不
安
が
あ
る
か
・
・

Ｍ
生
命
保
険
が
20
～
70
代
の

１
万
４
１
０
０
人
意
識
調
査
。

老
後
「
不
安
」
「
や
や
不
安
」

が
合
計
で
83
・
3
%
に
達
し

た
。
不
安
の
原
因
は
「
お
金
」
。

ま
た
、
首
都
圏
・
40
・
50
代

独
身
調
査
で
は
「
長
生
き
し

た
い
」
42
%
、
「
NO
」
58
%
。

「
自
分
が
介
護
必
要
に
な
っ

た
と
き
非
常
に
不
安
」
、

「
経
済
的
ゆ
と
り
が
全
然
な

い
。
」

➁
国
が
「
基
本
的
人
権
保
障

義
務
・
責
任
」
を
と
ら
な
い

背
景
は
、
政
府
の
自
己
責
任

政
策
、
「
自
助
・
共
助
。
公

助
」
の
社
会
保
障
制
度
が
不

安
を
つ
く
っ
て
い
る
。
こ
れ

は
政
府
の
責
任
と
保
障
義
務

の
放
棄
で
憲
法
違
反
（
25
条)

。

自
民
党
憲
法
改
正
草
案(

２

０
１
２
年)

で
描
く
未
来
国
家

像
が
背
後
に
あ
る
。
「
家
族

や
社
会
全
体
が
互
い
に
助
け

合
っ
て
国
家
を
形
成
」
。

「
家
族
は
互
い
に
助
け
合
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
。

２
，
人
権
を
柱
に
連
帯
し
、

す
べ
て
の
人
々
が
祝
福
で
き

る
真
の
長
寿
社
会
を
つ
く
ろ

う
①
長
寿
は
人
類
の
大
き
な

成
果
、
社
会
の
財
産(

日
本
高

齢
者
人
権
宣
言)

と
し
て
祝
福

を
。➁

高
齢
者
の
社
会
参
加
と

生
き
方
を
自
己
決
定
で
き
る

こ
と
。
日
本
高
齢
者
人
権
宣

言
を
学
び
、
「
あ
た
り
ま
え

の
生
活
」
が
で
き
る
よ
う
活

動
・
運
動
を!

③
地
域
で
孤
立
さ
せ
な
い

と
り
く
み…

…

つ
な
が
り
づ

く
り
・
助
け
合
い
。

④
国
民
が
安
心
し
て
く
ら

せ
る
社
会
保
障
制
度
確
立
を

求
め
る
運
動
を
、
十
分
な
生

活
水
準
へ
の
権
利
・
社
会
保

障
の
権
利
、
最
高
水
準
の
健

康
を
享
受
す
る
権
利

今
回
の
テ
ー
マ
は
高
齢
者

の
実
態
に
つ
い
て
共
通
認
識

を
め
ざ
す
こ
と
で
、
時
宜
に

か
な
っ
た
企
画
と
な
り
ま
し

た
。
７
５
歳
以
上
の
高
齢
者

窓
口
負
担
２
倍
化
が
10
月
か

ら
実
施
さ
れ
る
と
い
う
の
に

ま
だ
知
ら
な
い
高
齢
者
も
多

い
、
反
対
の
声
も
高
く
な
っ

て
い
な
い
と
い
う
現
状
が
あ

り
ま
す
。

政
府
が
進
め
る
全
世
代
型

社
会
保
障
は
、
全
世
代
の
社

会
保
障
を
削
減
し
て
、
高
齢

者
は
死
ぬ
ま
で
働
か
せ
る
と

い
う
路
線
で
す
。

収
入
が
足
り
ず
暮
し
て
行

け
な
い
、
医
療
や
介
護
の
保

険
料
・
利
用
料
を
払
え
な
い

人
に
は
社
会
保
障
で
支
え
る

の
で
は
な
く
、
自
宅
を
借
金

の
カ
タ
に
入
れ
さ
せ
、
最
後

は
取
り
上
げ
る
リ
バ
ー
ス
モ
ー

ゲ
ー
ジ
を
強
い
る
。
こ
れ
が

現
在
の
日
本
の
姿
で
す
。

高
齢
者
の
深
い
不
安
と
怒

り
を
共
有
す
る
分
科
会
に
な

り
ま
し
た
。
こ
れ
ら
を
転
換

す
る
運
動
を
目
指
し
て
議
論

す
る
場
を
こ
れ
か
ら
も
作
っ

て
い
き
ま
す
。
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長
び
く
コ
ロ
ナ
の
影
響
で

財
政
危
機
の
な
か
、
東
京
高

齢
期
運
動
連
絡
会
は
３
月
28

日
第
30
回
定
期
総
会
を
行
い

ま
し
た
。
コ
ロ
ナ
の
厳
し
い

状
況
の
中
で
も
会
場
に
29
名
、

Ｗ
ｅ
ｂ
か
ら
２
名
、
合
計
31

名
の
参
加
で
総
会
は
成
功
し

ま
し
た
。

参
加
者
か
ら
は
高
齢
者
を

め
ぐ
る
深
刻
な
実
態
と
運
動

の
課
題
に
つ
い
て
の
議
論
や
、

率
直
な
感
想
・
悩
み
な
ど
出

し
合
わ
れ
、
充
実
し
た
討
論

が
行
で
東
京
高
連
の
活
動
の

重
要
性
が
確
認
さ
れ
た
総
会

に
な
り
ま
し
た
。

２
０
２
１
年
度
の
運
動
の

特
徴
と
会
計
報
告
、
２
２
年

度
の
活
動
方
針
と
予
算
に
つ

い
て
は
、
反
対
も
な
く
確
認

さ
れ
ま
し
た
。

新
年
度
の
役
員
に
つ
い
て

は
、
こ
れ
ま
で
運
動
の
先
頭

に
立
っ
て
き
た

杉
山
文
一

さ
ん(

年
金
者
組
合)

が
退
任

さ
れ
、
小
澤
満
吉
さ
ん
（
年

金
者
組
合
）
を
会
長
に
選
任

し
ま
し
た
。

こ
の
他
、
副
会
長
、
常
任

幹
事
に
つ
い
て
も
変
更
が
あ

り
ま
し
た
。
ま
た
会
計
に
つ

い
て
も
辞
退
の
要
望
が
あ
り

ま
し
た
が
、
総
会
ま
で
に
後

任
者
が
確
定
で
き
ま
せ
ん
で

し
た
の
で
、
当
面
現
行
の
体

制
を
維
持
す
る
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。

新
年
度
の
活
動
方
針
で
は
、

○
75
歳
以
上
の
医
療
費
窓
口

負
担
２
倍
化
を
中
止
さ
せ
る

た
た
か
い
、
○
高
齢
者
人
権

宣
言
の
学
習
と
討
議
を
広
げ

る
運
動
、
○
高
齢
期
の
要
求

実
現
の
た
め
の
区
市
町
村
要

請
の
取
り
組
み
、
○
11
月
23

日
24
日
の
日
本
高
齢
者
大
会

in
京
都
へ
の
参
加
、
○
２
３

年
２
月
22
日
中
野
ゼ
ロ
大
ホ
ー

ル
で
の
全
体
会
を
中
心
と
し

た
「
ゆ
た
か
な
高
齢
期
を
め

ざ
す
東
京
の
つ
ど
い
」
の
実

施
、
○
地
域
ご
と
に
高
齢
期

運
動
連
絡
会
を
組
織
し
、
地

域
の
運
動
を
強
め
東
京
高
齢

期
運
動
連
絡
会
に
つ
な
げ
る

こ
と
、
○
役
員
体
制
と
財
政

を
確
立
強
化
す
る
こ
と
な
ど

に
、
こ
れ
か
ら
１
年
間
力
を

合
わ
せ
て
取
り
組
む
事
を
確

認
し
ま
し
た
。

東
京
高
連
第
30
回
定
期
総
会

新
会
長
に
小
澤
満
吉
さ
ん

み
ん
な
で
コ
ロ
ナ
に
負
け
ず
前
進
し
よ
う
！
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大
田
社
保
協
で
は
、
区
内

の
他
団
体
に
も
呼
び
か
け
３

月
日
（
月
）
春
分
の
日
に
Ｊ

Ｒ
蒲
田
駅
西
口
で
１
時
間
の

宣
伝
行
動
を
行
い
ま
し
た
。

当
日
は
23
名
が
行
動
に
参

加
、
日
本
高
齢
期
運
動
連
絡

会
が
作
成
し
た
横
断
幕
を
目

立
つ
よ
う
に
広
げ
各
団
体
か

ら
代
わ
る
が
わ
る
ハ
ン
ド
マ

イ
ク
を
握
り
訴
え
ま
し
た
。

年
金
者
組
合
作
成
の
ポ
ス

タ
ー
や
新
婦
人
か
ら
は
手
作

り
の
プ
ラ
カ
ー
ド
な
ど
で
ア

ピ
ー
ル
、
東
京
高
齢
期
運
動

連
絡
会
の
カ
ラ
ー
チ
ラ
シ
100

枚
と
全
国
保
険
医
団
体
連
合

会
の
ミ
ニ
署
名
テ
ィ
ッ
シ
ュ

225
個
を
配
布
し
ま
し
た
。

今
年
75
歳
に
な
る
と
い
う

男
性
は
、
「
我
々
は
、
団
塊

の
世
代
一
期
生
。
や
っ
か
い

も
の
の
よ
う
に
言
わ
れ
る
。

頑
張
っ
て
」
と
署
名
に
応
じ

て
く
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
若

い
方
で
も
訴
え
を
聞
い
て
署

名
に
応
じ
て
コ
ロ
ナ
禍
に
も

関
わ
ら
ず
82
筆
の
署
名
が
集

ま
り
ま
し
た
。

大
田
社
保
協
で
は
、
昨
年

12
月
に
区
内
の
65
歳
以
上
の

高
齢
者
の
１
割
に
当
た
る
署

名
（1

6
5
0
0

筆
）
を
集
め
よ

う
と
決
め
ま
し
た
が
目
標
の

１
割
に
留
ま
っ
て
い
ま
す
。

今
回
の
宣
伝
を
契
機
に
引

き
続
き
、
署
名
・
宣
伝
行
動

に
取
り
組
み
７
月
の
参
議
院

選
挙
の
大
き
な
争
点
に
押
し

上
げ
て
い
き
た
い
と
思
い
ま

す
。

（
事
務
局

長
澤
）

年
金
者
組
合
小
金
井
支
部

は
、
昨
年
１
１
月
、
小
金
井

市
議
会
に
「
７
５
歳
以
上
医

療
費
窓
口
負
担
２
割
化
を
中

止
す
る
よ
う
政
府
に
意
見
書

提
出
を
求
め
る
陳
情
書
」
を

提
出
し
ま
し
た
。
署
名
は
コ

ロ
ナ
禍
の
も
と
短
時
間
で
８

０
筆
を
集
め
ま
し
た
。
昨
年

１
２
月
定
例
会
で
は
継
続
審

議
と
な
っ
た
た
め
、
閉
会
中

の
委
員
会
審
査
を
経
て
３
月

の
市
議
会
で
採
択
さ
れ
、
陳

情
内
容
に
沿
っ
た
意
見
書
が

可
決
さ
れ
政
府
に
送
付
さ
れ

ま
し
た
。

「
意
見
書
」
を
大
い
に
宣
伝

し
一
層
の
運
動
を
盛
り
上
げ
、

政
府
へ
の
全
国
署
名
（
目
標

２
７
０
０
筆
）
に
取
り
組
ん

で
い
き
た
い
と
思
っ
て
い
ま

す
。政

府
へ
の
意
見
書
の
内
容

の
要
旨
は
以
下
の
通
り
で
す
。

「
年
収
２
０
０
万
円
以
上
の

３
７
０
万
人
（
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
加
入
者
の
約
２
０

％
）
が
、
医
療
費
の
窓
口
２

割
負
担
と
な
る
。
政
府
は
、

①
現
役
世
代
の
負
担
を
軽
減

す
る
た
め
と
言
う
が
僅
か
月

３
０
円
の
軽
減
、
②
受
診
抑

制
が
起
き
、
病
気
が
一
層
重

く
な
る
、
③
先
々
年
収
に
関

わ
り
な
く
２
割
更
に
３
割
化

を
狙
っ
て
い
る
な
ど
暮
ら
し

を
直
撃
す
る
も
の
。
コ
ロ
ナ

禍
の
も
と
医
療
の
充
実
が
求

め
ら
れ
て
い
る
時
だ
と
考
え

る
。
実
施
は
、
２
０
２
２
年

１
０
月
以
降
と
な
っ
て
い
る
。

実
施
に
よ
り
受
診
控
え
が
懸

念
さ
れ
、
後
日
の
重
症
化
リ

ス
ク
が
増
大
し
、
保
険
給
付

増
に
よ
る
市
財
政
の
圧
迫
が

予
測
さ
れ
る
。
よ
っ
て
、
小

金
井
市
議
会
は
、
政
府
に
対

し
、
７
５
歳
以
上
医
療
費
窓

口
負
担
２
割
化
を
中
止
す
る

こ
と
を
求
め
る
も
の
で
あ
る
」
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75
歳
以
上
の
医
療
費

窓
口
負
担
２
倍
化
中
止
！

春

分
の

日

宣

伝

小
金
井
市
議
会

「
７
５
歳
以
上
患
者
負
担

２
割
化
中
止
」
意
見
書
可
決

長
び
く
コ
ロ
ナ
禍
の
な
か
で
、
各
団
体
の

協
力
で
、
第
30
回
総
会
を
３
月
28
日
に
無
事

成
功
し
、
総
会
議
案
を
お
届
け
し
ま
し
た
の

で
、
今
年
も
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

会
計
報
告
で
も
明
ら
か
な
よ
う
に
、
東
京

高
連
の
財
政
は
「
非
常
事
態
」
で
す
の
で
、

会
費
の
納
入
を
お
願
い
し
た
と
こ
ろ
、
４
月

23
日
ま
で
に
８
団
体
か
ら
早
速
納
入
頂
き
あ

り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

各
団
体
の
事
情
も
あ
る
と
は
思
い
ま
す
が
、

引
き
続
く
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

早速の会費納入
ありがとうございます
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年
金
者
組
合
世
田
谷
支
部
は
、

暮
ら
し
の
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実

施
し
ま
し
た
。

寄
せ
ら
れ
た
ア
ン
ケ
ー
ト

を
ま
と
め
て
世
田
谷
区
に
要

請
し
、
交
渉
を
行
い
ま
す
。

全
組
合
員
に
ア
ン
ケ
ー
ト

年
金
者
組
合
世
田
谷
支

部
は
２
月
に
支
部
ニ
ュ
ー
ス

に
同
封
し
て
全
組
合
員
（
お

よ
そ
800
名
）
に
ア
ン
ケ
ー
ト

用
紙
を
配
布
し
ま
し
た
。

４
月
半
ば
現
在
す
で
に
122

通
の
ア
ン
ケ
ー
ト
が
集
ま
っ

て
い
ま
す
。
集
ま
っ
た
要
求

の
抜
粋
は
支
部
ニ
ュ
ー
ス
の

４
月
号
と
５
月
号
で
組
合
員

に
紹
介
さ
れ
ま
す
。

寄
せ
ら
れ
る
切
実
な
声

医
療
に
関
す
る
要
求
が
最

も
多
く
、
10
月
か
ら
の
高
齢

者
医
療
費2
倍
化
は
中
止
の
声

が
圧
倒
的
で
す
。
老
人
医
療

費
無
料
化
の
要
求
も
出
さ
れ

て
い
ま
す
。

年
金
に
つ
い
て
は
、
諸
物

価
が
上
が
っ
て
い
る
の
中
、

年
金
引
き
下
げ
は
ど
う
考
え

て
も
お
か
し
い
、
暮
ら
し
て

い
け
な
い
と
い
う
切
実
な
声

が
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。

介
護
に
つ
い
て
は
、
制
度

と
し
て
成
り
立
っ
て
い
な
い

と
い
う
厳
し
い
意
見
が
一
番

多
く
、
使
い
勝
手
が
悪
い
、

利
用
料
や
保
険
料
が
高
い
な

ど
の
意
見
も
寄
せ
ら
れ
ま
し

た
。

「
補
聴
器
へ
の
助
成
」
「
特

養
ホ
ー
ム
の
増
設
」
「
国
保

料
・
介
護
保
険
料
の
軽
減
」

「
区
民
検
診
・
が
ん
検
診
の

無
料
化
」
は
い
ず
れ
も
10
数

件
の
要
望
が
寄
せ
ら
れ
ま
し

た
。「

コ
ロ
ナ
で
感
染
し
て
も
、

在
宅
で
放
置
さ
れ
て
い
る
方

が
多
数
い
る
に
も
関
わ
ら
ず
、

病
床
数
や
医
療
ス
タ
ッ
フ
、

保
健
所
が
増
や
さ
れ
ず
、
政

府
が
逆
の
方
向
に
向
か
っ
て

い
る
」
と
の
怒
り
の
声
が
寄

せ
ら
れ
て
い
ま
す
。

対
区
要
請
の
取
組

集
約
さ
れ
た
要
求
を
分
担

し
て
ま
と
め
、
４
月
と
５
月

の
会
議
で
区
へ
の
要
望
書
を

作
成
し
ま
す
。
６
月
に
開
か

れ
る
支
部
三
役
会
と
支
部
執

行
委
員
会
で
確
認
し
て
世
田

谷
区
に
提
出
し
ま
す
。

７
月
末
に
予
定
さ
れ
る
区

か
ら
の
回
答
を
受
け
て
、
８

月
に
学
習
会
を
行
い
８
月
31

日
に
世
田
谷
区
と
の
交
渉
を

行
う
予
定
で
す
。

補
聴
器
助
成
の
要
求
に
つ

い
て
は
、
基
本
的
に
高
齢
者

に
限
ら
ず
難
聴
者
全
体
を
対

象
に
す
る
こ
と
、
購
入
費
、

調
整
費
を
含
め
助
成
額
の
上

限
を
設
け
な
い
こ
と
な
ど
年

金
者
組
合
の
方
針
を
決
め
て
、

他
団
体
と
調
整
し
横
並
び
で

要
求
し
て
い
く
予
定
で
す
。

要
求
ま
と
め

自
治
体
交
渉
を

社
会
保
障
切
り
捨
て
が
進

む
中
、
要
求
は
切
実
で
す
。

自
治
体
の
役
割
も
大
き
く
な
っ

て
い
ま
す
。
地
域
の
生
の
声

を
集
め
、
要
求
に
練
り
上
げ

て
区
市
町
村
と
話
し
合
う
自

治
体
要
求
運
動
を
ぜ
ひ
全
地

域
で
取
り
組
み
ま
し
ょ
う
。

東 京 高 連 ニ ュ ー ス 2022年4月25日第59号（4）

75歳医療費２倍化中止を！

４
月
２
１
日
、
参
議
院
議
員
会

館
前
で
、
75
歳
以
上
の
医
療
費
窓

口
負
担
２
倍
化
の
中
止
を
求
め
る

署
名
の
提
出
行
動
が
行
わ
れ
ま
し

た
。
行
動
に
は
約
150
人
が
参
加
し

ま
し
た
。

署
名
は
累
計
で
64
万
筆
を
越
え

ま
し
た
。
集
会
に
は
保
険
医
協
会

か
ら
多
く
の
医
師
が
参
加
し
ま
し

た
。
年
金
者
組
合
都
本
部
委
員
長

の
小
澤
満
吉
さ
ん
な
ど
高
齢
者
、

医
療
関
係
者
が
次
々
に
マ
イ
ク
を

と
っ
て
訴
え
ま
し
た
。
立
憲
民
主

党
と
日
本
共
産
党
か
ら
国
会
議
員

が
激
励
に
駆
け
つ
け
ま
し
た
。

行
動
の
冒
頭
に
、
保
険
医
団
体

連
合
会
会
長
の
住
江
憲
勇
さ
ん
が

あ
い
さ
つ
。
「
高
齢
者
の
収
入
は

年
130
万
円
が
中
央
値
。
２
割
負
担

の
範
囲
は
政
令
で
い
く
ら
で
も
下

げ
ら
れ
る
。
こ
の
時
点
で
止
め
な

い
と
大
変
な
こ
と
に
な
る
」
「
高

齢
者
の
収
入
に
対
す
る
医
療
費
負

担
の
率
は
現
在
も
現
役
世
代
の
２

倍
か
ら
５
倍
。
２
割
負
担
に
な
れ

ば
４
倍
か
ら
10
倍
に
な
る
」
「
２

倍
化
さ
れ
れ
ば
28
％
が
受
診
を
ひ

か
え
る
と
回
答
し
て
い
る
。
早
期

診
断
・
早
期
治
癒
が
阻
害
さ
れ
る
」

と
訴
え
ま
し
た
。

東
京
高
齢
期
運
動
連
絡
会
の
早

川
明
好
さ
ん
は
「
現
役
時
代
は
病

気
に
な
ら
な
か
っ
た
。
現
在
81
歳
、

た
く
さ
ん
の
診
療
科
に
通
っ
て
い

る
。
す
き
好
ん
で
病
気
に
な
る
人

は
い
な
い
。
政
府
は
金
が
な
い
と

言
う
が
、
な
ん
で
軍
事
費
は
増
や

す
の
か
」
と
述
べ
、
東
京
高
連
作

成
の
ブ
ッ
ク
レ
ッ
ト
を
示
し
て

「
署
名
は
ま
だ
ま
だ
広
が
っ
て
い

な
い
。
真
実
を
知
ら
せ
れ
ば
、
だ

れ
も
が
反
対
す
る
。
高
齢
者
の
知

恵
を
発
揮
し
て
分
断
を
乗
り
越
え

て
広
げ
よ
う
。
７
月
に
は
参
議
院

選
も
あ
る
。
ま
だ
時
間
は
あ
る
、

し
か
し
急
が
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
！
」

と
運
動
の
急
速
な
強
化
を
訴
え
ま

し
た
。

４
月
21
日
現
在
の
署
名
集
約
数

は
、
６
４
万
７
０
３
９
筆

手
を

尽
く
し
、
言
葉
を
尽
く
し
て
真
実

を
広
げ
、
署
名
を
広
げ
ま
し
ょ
う
。

年
金
者
組
合
世
田
谷
支
部

暮
ら
し
の
ア
ン
ケ
ー
ト
で
要
求
集
約

現在署名数64万、21日に提出行動
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 東京都議会第1回定例会は、3月25日

に閉会しましたが、この議会の中で小池都

政は、議会論戦での質問にまともに答えよ

うとせず、小池知事は答弁にも立たず、答

弁した西山病院経営本部長などは、答弁

内容をはぐらかし、まともな答弁を行いませ

んでした。 

 予算特別委員会や厚生委員会では、独

法化を知事に提言した都立病院経営委

員会は地方自治法に違反していたことや、

経営委員会の委員に独法化を推進してい

る監査法人トーマツの社員が入っており、

後に東京都から8千万円で独法化の調査

委託を受けていた事などが明らかになりま

した。 

 そして、独法化されても将来にわたって

病院の統廃合はないのかと問われると、

小池知事も西山病院経営本部長もこれを

はっきり否定しませんでした。西山本部長

は、「都立病院でも小児総合医療センター

の再編整備など、充実強化してきた」と答

弁しました。八王子、清瀬、梅ヶ丘の統廃

合で行政的医療を後退させたことへの反

省がないこと、独法化後に再編統合があり

えると認めるものであること、独法化は「行

政的医療を将来に渡って提供するため」と

いう知事と都が繰り返してきた説明は、都

民を欺くものであったことが明らかになりま

した。「八王子の小児・障がい者医療を考

える市民の会」からは「みんな困っている。

実態も知らずによくもこんなことが言える」と

非難の声が上がっています。 

 連絡会は今回の都議会決定を受け、新

型コロナ感染拡大の第7波も予想されてい

る中で、7月からの独法化を中止を求め

て、さらに新たにを第2回都議会定例会に

向けた請願署名運動を提起しました。 

 都立病院、公社病院の独法化を知らな

い都民がまだまだ多数です。宣伝、署名

活動をさらに広げ、7月からの独法化を阻

止するために最後まで頑張りましょう。 

 

「大塚病院を守る会」は連続宣伝で大奮闘 

発行 2022・4・13 118号 
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 3月14日、大塚駅南口で宣伝を行

いました。参加者は会14名、土建の

みなさんも10名参加してくれました。

署名は特に呼びかけは行いませんで

した。それでもテーブルに置いてあっ

た署名２５筆が集まりました。特徴は

チラシ、ティシュの受け取りが良いこ

と、よく読まれていることでした。15日

の包囲行動は土建を除き８名の参加

 3月25日は大塚病院前で宣伝、

８名の参加でした。幟を見て、足を

止めチラシを受けとる人、独法化と

聞いて大学と同じですね、ガンバっ

てくださいという都立大学職員もい

ました。チラシはほとんどの人が受

けとっていただきました。 

 3月26日、荏原病院の医療の充実を求

める連絡会は、東急大岡山駅で署名

宣伝行動を実施しました。駅前は広い

敷地で交番もあり、お巡りさんは私たち

のスピーチを聞いていました。 

 「今日奥沢病院で検査して、6000円

と高かった。医療費の安い公立病院を

なくしたら駄目です」「まだ寒い日もある

ので、気を付けて運動してください」そし

て「独立行政法人化を許したらいけな

いですよ」と 独法化をよく知っている人

もいて、会話がはずむ署名行動となりま

した。参加者11名、署名は37筆でした。 

「荏原病院の会」は会話がはずむ署名宣伝に 
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 第1回都議会最終日の3月25日、新宿西
口で「連絡会」主催の都立病院廃止決定、
独法化中止請願否決に抗議しる宣伝行動
が行われました。 
 発言に立ったみなさんは、小池都政の強
引なやり方への怒りと、引き続き闘う決意を
述べました。 

高橋連絡会事務局長 
 140年の歴史のある都
立病院廃止を都議会がき
めた、屈辱的な日だ。都
立・公社病院のすべてを
地方独立行政法人化し、
今後懸念されるのはこれ
までと同じようにコロナ対応ができるかだ。小池
知事は国以上の医療水準引き下げを行って
いる。知事の「行政的医療は後退させない」の
約束を守るか監視し続けなくてはいけない。 

署名呼びかけ人 本田宏医師 

 日本は世界一公的病院が少
なく全病院の２割。英・仏はほ
とんど、独は８割。医療は教育
と同じ。国が責任を持たないと
余裕がないので感染症が起き
た時にベッドの空きがない。独

法化で患者の負担が増える。世界で最も少な
い公的病院をこれ以上減らしたらダメです。諦
めずに「病院増やせ」と声を上げ続けよう。 

斎藤まりこ都議（日本共産党） 
 コロナ最前線で頑張る
6,838人の病院職員大リス
トラが自・公・都ファ・維新
の賛成多数で可決され
た。論戦で３小児病院統
廃合を評価、行政的医療
切り捨て姿勢が鮮明になっ
た。小池知事は独法化は
コロナ対策というが、先に独法化した大阪は医
療崩壊、多くの死者が出たではないか。地方
自治法違反の病院経営員会の提言で独法
化。阻止する闘いを始めよう。 

漢人あきこ都議（グリーンな東京） 

 なぜ日本では自宅待機の
状況が生まれたのか。病院、
医師の数が足りないからだ。
世界的には水道など、命にか
かわるものは再公営化する流
れにある。一度失ってしまって
は、取り戻すのが大変にな
る。命を守るという当たり前のことが反映される
政治に変えよう。 

革新都政をつくる会 中山事務局長 
 ウクライナで命が奪われている。新型コロナ

感染もいまだに高止まり状態
だ。東京都の予算は、史上最
高水準の７兆８千兆円。これを
どう使うかが問われている。都
立病院を廃止するなど言語道
断。都民が主人公の都政に。
諦めずに頑張ろう。 

東京医労連  山崎執行委員 

 独法化に賛成した都議会議
員に怒りをもって抗議する。民
間医療機関が頼りにしてきたの
が都立・公社病院で、感染者  

受け入れの中心的役割を
担ってきた。7月からの独法化
撤回を求めてたたかう。 

墨東病院を守る会  喜入さん 
 都立病院が
独法されると
いうことを知ら
ない都民がい
まだに多くい

る。40代の患者さん自宅待
機で１週間何も食べられず水
分もとれずにいたところ、保健
所の紹介で墨東病院に入院できた。本当に命
の砦だ。 

駒込病院を守る会 森松さん 
 駒込は感染症専門病院だ
が、がん専門病院でもある。
医師・看護師・薬剤師など各
職種がチームワークを組んで
治療にあたっている。独立行
政法人になってこれからもゆとりある医療がこ
れまで通り提供できるのか、医師も職員も心配
している。 

大塚病院を守る会  松崎さん 

 今日の採決結果に怒りで
いっぱい。都民の命を守ること
が、都の仕事のはずなのに。
都民に説明しないで推し進め
るのは、そうしないと独法化で
きないからだろう。やり方が汚い。撤回させるま
で頑張る。 

広尾病院を守る会 金井さ
ん 
 小笠原、伊豆大島など島
しょ部の医療を担っているの
が、広尾病院。昨年からコロ
ナ専門病院として、一般診療
を大幅に削減してコロナ対応
に当たっている。現場は苦労
を強いられており、奮闘する職員のことを考え
ると独法化は絶対に許せない。 

多摩メディカルセンターをよくする会  岡地さん 

 多摩総合医療センターは
245のコロナ病床を用意でき
た。都立直営だったからでき
るた。13年前に３小児病院の
統廃合を強行した。都はこれ
を評価する答弁を行った。神
経病院は、10年後に難病医
療センターに生まれかわる計画だが、独法化
後に借金でスタートする。本当に大丈夫なの
か。３つの病院を守る運動を引き続き続ける。 

豊島病院を守る会  三母さん 

都の要請で一般病床をコロナ
病床に変え、全国４位の病床
数を確保してきた。本部の検
討会議では、経験年数の長
い看護師が多くいることが問
題のような発言があった。ベ
テランが多くいることが、病棟
の安定運営に繋がっていることは現場が一番
知っている。都立は都立のまま、公社は都立
に戻して充実させることが求めていく。 

松沢病院を守る会 中村さん 

 コロナ禍でクラスターが発
生した病院などから多くの精
神疾患、認知症のコロナ患
者を受け入れてきた。NHKで
も特集された。ウクライナで
は病院が攻撃された。病院がなくなるということ
は、命が助からないということだ。松沢病院を
都立のままでなんとしても守り抜く。 

荏原病院守る会 大島さん 

 140年の歴史に幕を下ろさ
せる訳にはいかない。先日も
街頭署名を行っていたら「お
世話になった、看護師さんに
お礼を言いたい」と利用者さ
んが駆け寄ってきた。地域に
支えられている病院と日々実感している。武漢
からのコロナ患者を真っ先に受け入れた病院
だ。独法化は許せない。諦めずに頑張る。 

視力障がい者団体のみなさんも参加

東京民医連 
西坂さん 
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 コロナ禍の中で3年にわたる自粛生活で集会が

できない状況が続いていましたが、久しぶりにメー

デーが代々木公園と井の頭公園で、5.3憲法集

会が有明防災公園で開催されました。 

 連絡会は各集会で宣伝署名行動に取り組み、

代々木メーデーでは25名

参加で222筆、三多摩

メーデーでは136筆、5.3

憲法集会では18名参加

で143筆の署名を集めま

した。お疲れ様でした。 

タクシー運転手が車下りて署名 
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 4月25日は巣鴨駅前で宣伝行動を実施。暑いこともあって

人はいつもより少ない気がしましたが、それでもチラシの受け

取りは良く３８

筆の署名が寄

せられました。

参加者は会

11名、土建１

０名でした。 

 数人が独法化を知らなかった 

 4月23日、松沢病院守る会は小田急線の成

城学園前駅で宣伝署名行動を行いました。や

はり知らなかったという方が数人いて、すぐ署名

してくれました。参加18名、署名70筆、カンパ

100円。暑いなかお疲れさまでした。 

 ４月11日、大塚病院を守る会は病院前宣伝を行いました

が、みなさん都合が悪く6名のみの参加でした。それでも３６

筆の新しい署名集めました。タクシーの運転手さん、車を降

りてサインする人、夫婦で署名する人、様々でした。 

 

荏原病院の医療の充実を求める連絡会

では、5月7日15時から署名宣伝行動を

蒲田駅西口で実施しました。いつも活躍

する横断幕を見て、荏原病院がなくな

るって？？と会話する若者が何人かいま

した。署名をしてくれた訳ではないのです

が、宣伝行動に少しは関心を持ってくれ

たのでは、と思いました。 

 静岡の伊東市立病院が独法化して、パ

ワハラで大変そうと高齢の女性、荏原病

院と連携していてお世話になっていると歯

科医の男性、荏原が公社でなくなったら

大変、と民間病院に勤める看護師など対

話しながらの署名は56筆、持ち込み126

筆と併せて182筆でした。参加者は19人

でした。 

「荏原病院を守る会」の宣伝では対話が広がり署名も増えました 
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差し戻し審の決起集会を開催しました 

報告 外科医師を守る会 野田 

 

外科医師えん罪事件で、最高裁が有罪判決を破棄し審理を東京高裁へ差し戻したことを

うけて、4 月 15 日、北千住シアター1010 で「乳腺外科医師えん罪事件差し戻し審で完全

無罪を目指す決起集会」を開催しました。 

 

冒頭の挨拶で、外科医師を守る会の筆頭呼びかけ人である八巻秀人医師は、最高裁弁論

での、検察側の「証拠など関係ない、患者さんの被害の訴えが大切なのだ」という主張を

聞いて、「正直呆れました。あきれるどころが、怒

りもこみ上げてきました。」と、検察の態度を非難

しました。そして、病室はわいせつ行為をするには

無理な状況だったことなどを指摘し、「外科医師と

その家族に是非支援をお願いします。」と参加者に

呼びかけました。 

 

連帯挨拶に東京民主医療機関連会事務局長の西坂氏は、自身が病院の事務長をしていた

時に警察介入の対応をした経験から、「事件が起きた背景より誰がやったかしか興味がな

い。警察の捜査が科学的に行われていれば、せん妄や DNA、アミラーゼに対する評価も、

弁護団が到達した結論と同じものになっていたはず

で、被害を受けたという女性にそのことを正確に伝

えていれば、今日のような事態にはなっていなかっ

たのではないか。警察、検察による人権侵害の責任

は非常に大きなものがある。」と警察・検察の事故処

理の姿勢を批判しました。 

 

この集会のメインとなる講演で、主任弁護人の高野隆氏は、「皆さんのおかげで、これ

まで弁護団は充実した弁護活動ができた。」と支援者にお礼を述べてから、「最高裁が有罪

判決を破棄したということは、我々の言い分を認められた。そのことは喜ばしいが、消し

てバラ色の判決ではない。高裁へ差し戻したということは、DNA 量が信用できるか検証を

やり直しなさいということ。科捜研の鑑定が信用でき

るかといえば、検証ができないのだから信用できるは

ずがない。」と最高裁判決を振り返ったうえで、「冤罪

から逃れるためには、一審で証拠調べ、二度目は高

裁、三度目は差し戻し、３回勝たなければ無罪になれ

ない、こんなことが許されるのか」と刑事裁判が被告

に不利な運用になっている点を問題視しました。 
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そして事件の本質について「DNA 量が信頼できるかで

きないかは問題ではない。」「触診など舐める以外で DNA

が付着する可能性がある。」「そもそも全く事件が起こりえ

ない病室の状況だった。」と論じました。 

最後に「我々は最後の力を振り絞って、東京高裁で無罪

判決をとらなくてはいけない。それは決してたやすい道で

はない。まだイバラの道が続いている。皆さんには引き続

きご支援をいただきたい。」と支援者に訴えました。 

 

弁護団の小口弁護士は、「せん妄研究の第一人者である

弁護団側証人が、科学的基準に基づいて、せん妄の患者の

診療体験も示しながら完璧な証言をした一方で、検察側証

人はせん妄の専門家でないと明言し、その差は歴然であっ

た。」ところが、高裁は検察側証人の方を信用したことに

「大変ショックであると同時に、裁判所は、きちっと厳し

く監視しないと、どんな判決をするかわからない、という

ことを思い知らされました。」と、高裁の逆転有罪判決を振り返りました。また「検察は

国費を潤沢に使えて、専門家のいろいろな協力が得られる一方で、弁護団は限られた資金

で一人一人の専門家の先生にお願いしてまわらなければならない。」実情にふれて、「一審

では、たくさんの募金をいただいて実験を行うことができた。これからも頑張りますので

皆さんの応援を引き続きよろしくお願いします。」と結びました。 

 

外科医師のご家族からは、「あっという間に6年経ち、裁判が長期化することで、ネット

社会ですからいろいろな情報が流れて、外科医師本人も家族も心身ともに痛んでいます。

痛みが 6 年間続いています。是非皆さんのお力添えで、今回の差し戻し審をしっかり勝ち

取りたい。」と現状を話していただきました。 

 

今後の行動提起として、外科医師を守る会から、新た

な署名を目標 10 万筆、カンパの目標１千万円、外科医

師を守る会への入会、事件の学習会開催のお願い、以上

4点についてお願いをしました。 

この集会の会場参加者は60名、総額11万千円のカン

パをいただきました。ありがとうございました。無罪判

決を勝ちとるまで引き続きご支援をお願いいたします。 

 

以上 
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東京高等裁判所 第８刑事部 御中     令和 4年（う）第 429号 乳腺外科医師えん罪事件           

       外科医師は無実です 

差し戻し審  速やかな審理で、無罪判決を！ 
 ２０１６年５月１０日、東京都足立区の柳原病院で、乳腺腫瘍の摘出手術をした外科医師が、この手術

を全身麻酔で受けた女性患者から、術後約３０分後に「胸を舐められたり、乳房をはだけさせて自慰行為を

された」と訴えられました。外科医師は、一貫して無実を訴えています。 

・病室は４人部屋で満床。頻繁に人が出入りしていました。外科医師は２回の診察時、いずれも 
ベッドサイドで看護師と会っていますし、２回目には母親に声をかけています。 
・ベッドは高く固定され、ベッド柵がついていました。床からベッド柵までの高さは約１メートル。 
身長１６５センチの外科医師には、女性患者の胸を舐める行為が不可能です。 
・外科医師が着用していた術着のズボンは、腰の部分を紐で縛って止める仕組みでした。紐を緩め 
ればズボン全体がずり落ちてしまい、自慰行為は不可能です。 

  ２０１９年２月、一審の東京地裁は無罪判決。女性患者の訴えは、「麻酔覚醒時のせん妄の可能性」が

十分にあり、検察が出したＤＮＡ定量検査とアミラーゼ鑑定は、女性患者の訴えの信用性を強めるには

不十分と判断しました。しかし２０２０年７月、二審の東京高裁は、事実と科学を否定した「懲役２年・実刑」

の有罪判決でした。 

  ２０２２年２月１８日、最高裁は、高裁判決を破棄して、高裁に差し戻す判決を出しました。 

最高裁は、せん妄については、二審で検察が呼んだ証人の見解が「医学的に一般的なものではない」

と明言。その一方で、ＤＮＡ定量検査は「信頼性にはなお不明確な部分が残っている」ので、審理を尽くす

ために差し戻すとしました。 

 しかし、ＤＮＡ定量検査の正確性を検証できないことや証拠にならないことは、一審の法廷で既に審理を

尽くされ、判断されたことです。検査・鑑定をした警視庁科学捜査研究所（科捜研）の技官は、残さなければ

ならなかったＤＮＡ抽出液を捨てたり、パソコンに残っていたデータを消したりして、第三者による検証を

不可能にしました。また、この定量検査・鑑定を記録したワークシートは鉛筆書きで、消しゴムによる書き直し

が何か所もありました。刑事裁判は、人の一生を左右します。「科学と呼べない証拠」で裁くことを、絶対に許

してはなりません。 

そもそも、外科医師のＤＮＡが付着する可能性は、手術前の触診やマーキング、唾液の飛沫等で、何度も

ありました。ＤＮＡの量は犯行の決め手にならないのです。 

 冤罪で苦しみ続けている外科医師と家族に、1日も早い救済が必要です。診療現場に道理の無い介入

を許せば現場は委縮し、それは患者にとっても大きな不利益につながります。全国の医療関係者や市民

が、真剣に注目しています。 

貴裁判所におかれましては、公正かつ速やかな審理で無罪判決を出されるよう要請します。 

外科医師を守る会  〒270-1166 我孫子市我孫子4-9-103 渡辺誠二宅  気付  

 
 

 

氏   名 住     所 

  

  

  

  

  

※せん妄とは脳の機能不全で、注意障害・意識障害を主として、認知障害を伴う病態です。

現実と幻覚を同時に見て、それに対して行動し、明確に記憶することがあります。いわゆる

「夢」とは違います。医療現場では日常的にあります。せん妄の原因に、全身麻酔があります。 

外科医師を 
守る会ＨＰ 
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東京社保協第５２回総会 討論 要約 

2022.4.16 けんせつプラザ東京 

 

【会長：吉田章 閉会あいさつ】ウクライナでの悲惨な事態が一刻も早く収束する事願っ

ています。 

コロナ感染症の状況ですが、第６波が収まらないうちに先月にはまん延防止等重点措置

が解除されました。感染者数は、昨年第５波のピーク時よりもはるかに多くなっています。

入院ベッド、重症者用ベッドの稼働率がそれぞれ30％、５％と低いことを根拠に、医療供

給体制に余裕があると解除されました。しかし、自宅療養者が47,000人、入院療養調整中

の人が54,000人となっています。救急隊員が「入院受入紹介を４回以上」と「現場での待

機 30 分以上」となる救急搬送困難事例が今年に入り６千件、４月４日から 10 日までの一

週間だけでも二千数百件となっています。 

コロナ関連での死亡者数は、NHK のコロナサイトによると４月 14 日までに 29,000 人、

２０年が3,500人、２１年が15,000人、２２年が４月14日までで10,500人と昨年の３倍

のペースで死亡しています。オミクロン株はデルタ株よりも軽症だと云われていますが、

感染者数が絶対的に多いのが特徴です。コロナベッドを１つ確保するためには一般病床の

ベッドを４つ削ることになります。診療をしていて、熱が出て入院となると、ＰＣＲ健査

や血液検査など３～４日かかり、やっと入院となりますが、入院できれば良い方です。 

コロナでの感染経路は、施設、学校でのクラスターの発生が多く、規制を強化されてい

る飲食店での発症経路は５％程度といわれています。コロナ感染者は、無症状感染者が多

く、無症状者から感染しています。有症者だけを相手にしていたのでは片手落ちです。無

症状感染者を洗い出して感染を広げないことが重要です。「検査、診断、隔離」が感染症対

策の柱です。検査をおろそかにしているのが日本です。世界でも類を見ない、非科学的な

検査抑制策を取っています。 

８年間続いた安倍政権、その後１年間の菅政権は不祥事の連続でした。財務省職員の自

殺、財務省公文書の改ざん、モリ・カケ学園、桜を見る会、統計の粉飾問題、菅首相の息子

が関与した総務省の高官接待問題と、枚挙にいとまがありません。日本学術会議への人事

介入問題もありました。引き継いだ岸田政権は、改善するのではなく、それらに蓋をしま

した。経済的には、ＧＤＰはほとんど上がらず、大企業の内部留保は 484 兆円となってい

ます。低賃金の非正規労働者が増え、貧困格差が増大しています。国民の生活は苦しくな

って、命の危険にさらされています。国民の生活を守って、日本を良くするためには、政権

を変えることが必要です。参議院選挙では足掛かりとして一致団結して臨みたいと思いま

す。 

 

【都立病院の拡充を求める連絡会】都立病院の廃止条例が都議会第一回定例会で可決させ

られてしましましたが、諦めず７月の独法設立中止をめざして取り組みに踏み出していま

す。コロナ禍で対応では、都立・公社病院がいかに大きな役割を果たしてきたか、不採算医

療に重要な役割を果たしてきたかはご存じのことと存じます。 

 都立・公社病院の独法化に関する問題点は、病院経営本部内に設けられた権限のない病
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院経営委員会の報告に始まり、①「利権」の発生が疑われている問題、②「経営改善」には

結び付かない問題、③今後の「統廃合」について言及しなかった問題に集約できます。医療

は「人」が行うものです。政府の病床削減政策と東京都の都立・公社病院の独法化の問題点

を多くの都民に知らせ、暴挙を止めさせましょう。 

【東京医労連】介護・看護における処遇改善について報告します。コロナ禍の中、何時感

染してもおかしくないという状況の中、通常の業務に加えて、感染対策に細心の注意を払

いながら懸命の努力で医療・介護を継続しています。外来では、発熱外来を受診する患者

さんも増加していますし陽性者も増加しています。新型コロナの変異株の影響で、ワクチ

ン接種後でも罹患するケースも発生しています。病棟では、重症化して転移先が見つから

ない、新型コロナ感染症以外の患者を受け入れないなど、いのちの選別が強いられる事態

が起こり、医療崩壊が現実のものとなった２年間でした。医療従事者の処遇の悪さを政府

が認め、今年の診療報酬改定において、地域でコロナ医療などに一定の役担う看護職員を

対象に今年の10月以降、３％程度、月額平均１万２千円相当の引き上げのための処遇改善

の仕組みが創設されました。対象となる医療機関は、地域でコロナ対策などの一定の役割

を担う医療機関とされ、救急搬送件数が年 200 台などとし、それ以外の医療機関は対象外

とされています。しかし、救急搬送 200 件以上や第３次救急を担う医療機関だけが新型コ

ロナ対応しているのではなく、入院することが出来ないコロナ患者への在宅での対応は訪

問看護が担い、地域の医療機関が協力し合い必要な医療を提供しています。対象を限定す

ることの疑問と現場で矛盾を生んでいます。複数の院所を運営する法人では、同一職種で

あっても、処遇が改善される職員とそうでない職員との矛盾が生じています。 

病院の体制については、看護師不足が深刻な状況になっています。看護師が働き続けら

れる労働条件の改善、人員増による体制の強化なしには改善できません。コロナ禍の中、

従来からの少ない人員体制により、ギリギリの看護を強いられている実態があります。看

護職種、介護職種の９千円や４千円の少ない賃上げではなく、大幅な桁の違う賃上げが必

要です。５月末までに「いのち署名」取り切り、国会に提出します。今度の参議院選挙で、

賛同議員を増やして、社会保障を充実させる取り組みに賛同議員を多く誕生させたいと思

います。 

 

【北区社保協】コロナ禍で取り組まれる地域社保協の取り組み、「なんでも相談会」の事例

報告です。社保協の加盟団体と法律事務所などの協力で開催しています。コロナ禍で、区

内死亡者３千数百人のうち、孤立死が４％から６％に増加しています。年金受給者が86％

でした。自死が全体で 60 人でしたが、70 代で７人、80 代に８人と高齢者にまで広がって

います。家庭内トラブルや孤独感、孤立の相談がコロナ禍で増加しています。なんでも相

談会では、1回の相談ですべて解決することはなく、一人で悩まない、まずは聞くことを重

視しています。困っている人ほど、悩みは複数あります。一度の相談では話せない、一度で

は解決しない、何度でも相談に来てほしいと声をかけています。コロナ禍でも、自分ので

きることで立ち上がることができることを伝えています。 

 

【歯科保険医協会】コロナの流行が始まった時は、アメリカでは危険な職種の一番に数え

られていました。しかし、歯科診療所でクラスターが発生した事例は報告されていません。
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歯科治療に使う、銀歯はロシアからの輸入に頼っています。金銀パナジウム合金は昨年か

ら値上げされ、３か月ぐらいで約２倍となり、市場価格 30 グラム 12 万円の価格になり、

保険からは９万４千円が支払われますが、25％ほどの赤字となり、患者負担が増えること

になります。 

マイナンバーカードが保険証として使用できるようになりましたが、マイナンバーカー

ドを使用した際には、初診料で 21 円、再診で 12 円の余分な費用が発生します。カード登

録に際してはポイントの付与などで登録促進を図ってきましたが、普及が42％程度に留ま

っている現状もあり、限定的ではありますが。マイナ保険証を使用した場合には余分な費

用が掛かることになります。医療機関側でも、カードの読み取り装置と顔認証装置の設置

などの導入が必要になり、機器が無料提供されたとしても通信回線などの運用費用が必要

であり、オンライン請求していることが前提となっているなどの制約もあります。機器を

設置している歯科診療所も14％程度という状況に止まり、初診、再診にお金がつくように

なることで、目先の利益で適用促進を図ろうとしています。マイナンバーカードに保険証

を紐づけされることは、国に個人情報、特に健康情報が集中することで、ビッグデータと

して活用されることが懸念されます。 

 

【首都圏アスベスト訴訟】首都圏アスベスト訴訟は、2008 年５月 16 日の訴訟開始以来 13

年と 1 日後の 2021 年５月 17 日に、最高裁判所は国と建材メーカーの責任を認める判決を

出しました。しかし、訴訟以来原告の70％が志半ばで亡くなられています。アスベストは

天然の鉱物繊維です。摩耗に強く、燃えないで高熱に耐える、切れにくく酸アルカリなど

の薬品に強いなどの特徴があり、安価でもあり、多くの建設資材に使われています。梁、

柱、屋根、壁などの多くのところに使用されています。石綿繊維の特徴は、髪の毛の５千分

の一と言われるほど非常に細く、飛び散って空中に浮遊しやすく、吸い込むと肺に沈着し、

数年から数十年と言われる長い潜伏期間を経て肺がんや中脾腫などの病気を引き起こす、

命を奪う危険な鉱物で、静かな時限爆弾とも呼んでいます。石綿が建設資材として輸入さ

せ始めたのが昭和30年代です。輸入された石綿の８割から９割が建設資材として使われて

います。世界的には、1972 年には WHO、ILO は発がん性物質と認定し、1986 年には ILO に

おいて使用中止が採択されています。一方日本では、世界が規制を強める中、使用を禁止

したのが 2004 年です。国と建材メーカーは危険を知りながら 18 年もの間製造販売し続け

たことが被害を増大させた最大の要因と言えます。国の違法性を認定し、屋内現場の建設

作業従事者を救済しました。また、建材メーカーの共同不法行為を認め、市場シェアの高

い企業等が共同して被害者に賠償することを命じました。菅首相（当時）は５月18日、全

国の原告代表と面会し謝罪しました。さらに、全国で係争中の訴訟の統一和解、未提訴被

害者への給付金制度の創設、石綿被害の防止策や医療体制の確保策、保障のあり方などを

継続的に協議することなどの基本合意に調印し、国の給付金を支給する法律が６月９日に

成立し、今春から支給が始まります。課題は、対象が屋内労働者に限られ、屋外労働者につ

いては国がその責任を否定したこと、責任期間についても死後 20 年に限定したことです。

建材企業は警告表示することなく建設従事者に何も知らせずに使用させさせ続け、被害を

拡大させたことへの謝罪と賠償、補償基金への拠出をさせなければなりません。建設アス

ベストの使用禁止は2004年からです。それまでは建築にアスベスト建材が使用されていま
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した。解体や改修のピークが2030年と言われています。解体や改修工事の際にアスベスト

が飛散してしまうと建設従事者だけではなく地域住民や一般の人にも被害を及ぼす危険が

あります。すべてのアスベスト問題の解決に向けて、「つぐなえ、あやまれ、なくせ、アス

ベスト被害」をスローガンに運動を展開していきます。 

【東京都生活と健康を守る会連合会】生活保護行政と新生存権裁判について報告します。

コロナ禍と消費税の引き上げで、失業、倒産、雇止で、収入が無くなった人が増え、生活保

護に関心が高まったのがコロナ禍の特徴です。政府からの生活保護が最後のセーフティー

ネットなどの発言を受け、厚生労働省から保護行政の見直しが示され、水際対策や事業で

使用していた車の保有や資産の保有による給付制限に対して通達が出されました。また、

強引な扶養紹介の中止と稼働年齢者へ「すぐ働け」などの就労の強要など、コロナ禍での

強引な指導はやめるようにとの通達が出されました。しかし、リーマンショック後よりも

生活保護の申請が少なくなっています。生活保護を受給することを親や兄弟に知られたく

ない、迷惑をかけたくないなどで躊躇するなど、利用に繋がらないことも多く報告されて

います。また、小口資金の貸し付けなどで当面凌ごうとすることで、生保の利用に繋がら

ない事態があります。フードバンクなどの地域での支援事業の利用者が増え、若い女性や

母子の利用が増加し、生活が破壊されている状況が広がっています。東京の70歳の単身者

の受給額は、８万円弱の生活費と住居費となり、生活保護費の切り下げが利用をより一層

困難にしています。生活保護基準の引き下げが利用者にとっての障害になっている実態が

浮き彫りになっています。 

全国で生存権裁判が1,000名を超える原告でたたかわれています。名古屋、大阪、札幌、

京都、金沢、神戸、秋田の７つの各地裁で判決があり、大阪以外ではすべて敗訴となりまし

た。「生保基準の引き下げは、厚生労働大臣の裁量の範囲」であるとして原告の主張を退け

ています。しかし、大阪地裁では、「厚労省が引下げに利用したデータは偽装の疑いがある」

として、原告の主張を認めました。生活保護を受給し易くする運動が重要です。「生活保護

は国民の権利です」を周知させることが必要です。 

 

【東京地評】賃金と社会保障は、いのちと生存と権利に関わる制度です。毎年10月に最低

賃金は改定されます。東京地評は毎年10月下旬に、「パート、アルバイトの募集賃金調査」

を実施し、昨年は 3,450 件を調査しました。昨年の全職種での全都平均の時給が 1,161 円

で、前年比 10 円の引上げでした。昨年の最低賃金は、前年比 28 円の引き上げだったのと

比べて３分の１程度の引き上げに留まり、1,041円を割り込む職種も２件ありました。中央

値とか最頻値は1,050円～1,100円となり、これでは暮らせないと思います。特に酷いのは

自治体の非正規で働く、会計年度任用職員方々で、1,050円から1,070円程度が多く、自治

体からの委託業務で働く人も 1,050 円から 1,060 円程度が多く、この方々の賃金をどう上

げるかが課題となります。リーマンショック後の2009年、2010年ころは最賃額よりも２割

程度高かったのですが、東日本大震災後の2013 年頃より最賃額の１割程度の引上げ額に留

まり、三多摩では１割にも満たない引上げになっています。2019年の生計費調査では、20

代の単身者で時給1,600円から1,700円程度となり、東京でも地方都市でも同程度となり、

最低賃金として時給1,500円が必要なことが分かります。また、最低生計費ということで、

教育や住居費がいかに負担が重いかということで、練馬区に居住する50代の４人家族では
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年 960万円が必要となっていることが分かります。賃貸の住居費が月12万円、私大と都立

高校の教育費で 13 万円と大きな負担となります。東京 23 区に居住する場合には、年間１

千万程度が必要となります。 

 

【葛飾社保協】一般会計から国保会計への繰入が無くなると、国保料が9.6％値上げされる

ことが報告されました。葛飾社保協単独ではなく、多くの団体との共同の運動にしようと、

東京土建、葛飾民商、年金者組合、新日本婦人の会、生活と健康を守る会など７団体で協議

し、各会派がどのように考えているかを多くの区民に知らせることも重要だと議論し、連

名による区議会への請願書の提出を準備しました。３月の葛飾区の国保運営協議会で6.2％

の値上げが決まりました。区の権限として、国保料を引下げる、引下げないまでも値上げ

しない、国保法44条に基づく減免適用の拡充、所得割は若干引き下げられましたが、均等

割 52,000 円が 55,300 円に 3,300 円値上げが問題であることを、区議会要請しました。各

会派要請を２回にわたり実施しましたが、「国保の被保険者は、区民の３分の１にしかなら

ないので一般会計からの繰入はバランスを欠く」とのことで、自民党、公明党の議員によ

り否決されました。 

 

【立川社保協】三多摩には26市３町１村があり、様々な方式で自治体要請行動に取り組ん

でいます。コロナ対策では、ほとんどの自治体で要請行動を実施しています。各地域での

PCR検査の拡大や自治体への情報提供、病床や療養施設の充実強化、ワクチン接種の拡大、

事業や生活支援などで、要請を繰り返してきました。三多摩地域は、23区に比べて保健所

が広域となり、八王子市と町田市は市の保健所ですが、それ以外の地域では東京都の保健

所が５か所と、三多摩地域には７つの保健所しかありません。多摩府中保健所は、一つの

保健所で 104 万人の住民を抱え、人員体制も不十分で、保健所機能が十分に果たし切れて

いるとは言えない状況です。多摩の保険上は、23区の保健所以上に困難な助教に陥ってい

ます。コロナなどの感染症では、感染者の患者情報は保健所がつかんでいますが、保健所

の患者情報が自治体に報告されない実態が明らかとなり、市長会での議論や様々な運動の

結果、昨年７月より保健所の患者情報が自治体に渡せることになりました。三多摩のすべ

ての自治体で実施されているわけではありませんが、自宅療養者に、保健所からも、自治

体からも連絡がこないという状況が改善され、自治体から自宅療養者に生活用品が届くな

どの改善が図られています。しかし、未だに自己責任で対応せざるを得ない実態もあり、

保健所が足りないことも明らかとなりました。30 万人から 40 万人に一つの保健所が必要

です。現在７つに減らされてきた保健所を17カ所程度に増やすことが必要です。日野や府

中、西多摩地域での増設や機能強化が求められます。 

補聴器の助成問題では、23区では、15の区で、伊豆諸島では利島村で実施され、三多摩

では三鷹市で４月から実施されました。三多摩では、町田市や府中市など多くの自治体で

要請しましたが否決され、立川市では継続審査になっています。４月より実施された三鷹

市の予算書基づく助成の仕組みについては、19万人の三鷹市で、予算規模は１千万円で都

から 454 万円、市から 559 万円と、半分くらいが都の助成で賄うことになっています。対

象人員は 300 人を想定し、本人所得 210 万円は、介護保険の基準段階の人たちで、高齢者

の７割ほどを対象になります。19万人規模の市でも600万円の予算で助成ができます。東
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京都の、補装具や日常生活給付事業などの包括補助が活用でき、各自治体では高額な補助

でなくても助成ができますので、大いに活用して、運動していきたいと思います。 

23区は 14年、15年連続で、毎年保険料が上がっています。多摩の自治体では、10の自

治体でしか値上げを阻止できませんでした。引き続き、運動を強化していきます。 

【東京商工団体連合会】消費税が10％に引き上げられ、売上が落ち込んでいます。コロナ

禍では、お酒を提供するお店で休業を余儀なくされ、閉店までも検討する事態になってい

ます。「消費税は社会保障のため」と導入されましたが、病床の削減など全くのウソであっ

たことが明らかになっています。1989 年に導入され、これまでの税収は 447 兆円ですが、

法人税、法人住人税、法人事業税の法人３税の大企業の減税分 326 兆円の穴埋めに使われ

てきました。1千万円の収入、売上というと高収入と思われるかもしれませんが、売上を得

るためには、仕入れや経費が必要であり、収入・売上から経費を引いた所得はほとんど無

くなってしまいます。そして、売上に消費税を転嫁する事もできず、上位企業からは取引

を切られることも懸念されます。消費税は預り金ではなく、身銭を切って支払っているの

が実態です。収入・売上から経費を引いた所得が少なく、所得税がゼロであっても、収入・

売上が 1 千万円を超えると納付しなければならないのが消費税です。インボイス（適格請

求書）制度は、売上 1 千万円以下の免税事業者であっても、消費税の課税事業者にならな

いと取引から除外される可能性のある制度です。世界では、コロナ禍の下で77か国が税率

の引下げ、消費税減税が実施されています。 

 

【福祉保育労東京地本】民間の福祉施設の労働者を組織している福祉保育労です。民間の

福祉施設の状況と国からの処遇改善費 9,000 円と 3％について報告します。障害者福祉施

設の現場では、感染して救急搬送の要請をしても入院できず、施設内での療養を迫られて

います。病院でもない、医療関係者もいない中で、基礎疾患を抱える人も多く、ケアに当た

る職員の負担も増え、現場では防護服を着ての仕事となります。薬は病院からもらっても、

施設の中では職員が投薬の管理をし、徹夜で見守るなど、大変な状況です。いのちと向き

合う仕事している福祉労働者の処遇改善費ですが、9,000円ももらえない状況にあります。 

 福祉保育労の自治体と事業所へのアンケートでは、77事業所より回答があり、４月以降

の賃金ベースアップは７事業所だけ、殆どのところは手当です。処遇改善に伴う国の基準

では、賃上げは３分の２で良く、３分の１は非正規やパート職員賃上げに使えることにな

り、処遇改善名目の 9,000 円は正規職員には渡らない実態となっています。ベースアップ

と10月以降の賃金引き上げに向けて、すべての福祉労働者を対象とした賃上げが出来る予

算の確保を国や自治対に要請していきます。都は国がやることとしていますが、認証保育

所は都の施策です。 

 

【東京高齢期運動実行委員会】75歳以上の後期高齢者医療費の窓口負担２倍化、２割化を

中止させる取り組みについて報告します。今年 10 月から 75 歳以上の年収 200 万円以上の

高齢者医療費の窓口負担が1割から2割に引き上げられることになります。今後は、150万

円まで引き下げられるのではないか、２割負担は３割負担にさせられるのではないかとも

いわれています。全世帯型社会保障において、高齢者は年金の支給開始年齢の先延ばしや

雇用年齢の延長で労働を強要され、現役若者は、底なし沼のような負担増地獄に投げ込ま
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れています。医療や介護の負担で、個人生活が破綻しても、ローンを支払い手に入れた持

ち家の人には「リバースモーゲージ」という「持ち家を担保」にお金を借りて生活しなさい

という状況になっています。 

高齢者の生活実態では、年金受給額が 180 万円程度、国の調査では注意で 130 万円程度

となっています。後期高齢者の医療保険料が年額８万円、医療費の一部負担が国の調査で

も平均10万５千円となっています。介護保険料は７万円で年金からの天引き、利用料はピ

ンからキリとなります。医療費の一部負担が２割になると医療と介護の支払いだけで、収

入の２割にもなってしまいます。さらに、高齢者中で持ち家でない家賃を支払っている人

が25％位居て、年間80万円ぐらいの家賃を支払い、貯金を取り崩しての生活となっていま

す。後期高齢者に、医療費の一部負担の２倍化、２割化が知らされていない実態がありま

す。国民の本気度を知らせることが重要です。署名は、350万目標に対して未だ50万筆し

か集まっていません。２割化は高齢者だけの問題ではありません。全世代型の社会保障は、

全世代の負担増政策の入り口にすぎません。参議院選挙の争点にしていきましょう。 

臨調第1次答申が出されて40年、この間に規制緩和、自己責任論が出されて、制度改悪

は 40 年間で 30 回以上続いています。財界・政府は、国際競争に勝たなくても儲けられる

社会の仕組みを作ろうとしています。技術開発力も、労働者の賃金も、社会保障制度も先

進国の中では最悪レベルです。大企業の内部留保は 484 兆円もあります。社会保障は国民

の最大の関心事です。２割負担は参議院選挙の争点に押し上げることが必要です。2008年

の時には、後期高齢者医療制度の実施を中止させたこともあります。２割化は10月実施で

すが、実施を中止させることが必要です。税金も保険料も払っているのに一部負担金も取

られているのは日本とアメリカぐらいです。 
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第４回全世代型社会保障構築会議 

議事次第 
 

 

日 時 ：令 和 ４年 ４月 ２６日 

１ ０ ： ０ ０ ～ １ １ ： ３ ０ 

於 : 中央合同庁舎４号館 12 階共用１２０８会議室  
 
 

 

 

 

１．開会 

２．全世代型社会保障構築会議 議論の中間整理に向けて 

３．閉会 
 

 

 

 

会議資料： 

資料１     議論の整理（第３回全世代型社会保障構築会議 資料） 

資料２  これまでの会議における主なご意見 
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５．家庭における介護の負担軽減
 圏域ごとの介護ニーズの将来予測を踏まえた介護サービスの基盤整備を着実に実施。
 男女ともに介護離職を防ぐための対応が必要。
 認知症を抱える方の家族やヤングケアラーを含め、支援を行う方に対する支援を行う必要。

６．「地域共生社会」づくり
 多様な困難に陥っている方に対するソーシャルワーカーによる相談支援や、多機関連携による総合的な支援な
どにより、地域住民が地域で安心して生活を送ることができるようにすることが重要。

 今後、独居の困窮者・高齢者等の増加が見込まれる中にあって、医療・介護・住まいの在り方を一体として考
えていく必要。

 ハードとしての住宅の提供のみならず、地域とつながる居住環境や見守り・相談支援の提供をあわせて行うこ
とも重要。その際、空き地・空き家の活用やまちづくりの視点から各地方自治体において地域の実情に応じた
対応を検討することが重要。

７．医療・介護・福祉サービス
 ＩＣＴの活用により、サービスの質の向上、人材配置の効率化などを進めることが重要。
 電子カルテ情報及び交換方式等の標準化を進めるとともに、健康診断等で得られる個人の医療情報を、自分で
管理・活用することができる将来像を見据え、個人・患者の視点に立ったデータ管理の議論も重要。こうした
取組は、効率的な医療の提供や、患者の利便性の向上にもつながるとともに、創薬などの研究開発の促進にも
資する。

 医療・介護提供体制改革などの社会保障制度基盤の強化については、「地域完結型」の医療・介護サービス提
供体制の構築を進めるとともに、地域医療構想の推進などこれまでの骨太の方針や改革工程表に沿った取組を
着実に進める必要。また、コロナ禍で顕在化した課題や得られた教訓も踏まえ、機能分化と連携の視点を一層
重視した医療提供体制等の改革を進める必要。
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２．男女が希望どおり働ける社会づくり・子育て支援（続き）

子育て期の短時間勤務制度について、取得率が低い。また、経済的な支援はない。

育児休業給付を雇用保険制度の給付としていることを見直し、より個人としての取得の権利を確立し、非正規雇用者を含めて子育て
支援を前面に出した制度に見直していくべき。

保育士の不足などを考えても、育児休業を誰もが取得できる社会制度を検討することは重要。

保育所やこども園といった施設を使っていないワンオペ育児家庭等、多様化する子育て家庭の状況に応じて、より手厚い支援をして
いくことが、児童虐待をはじめ様々な問題の減少のためにも重要。

子ども・子育て支援法は、子ども・子育て支援、家族形成支援、両立支援という視点でみたとき、包括的・継続的な支援という意味
では労働政策との一元性、財源の一貫性など色々な課題が残っている。社会全体で安定的な財源を確保して包括的に施策を展開でき
るような一元的な制度をつくることを目指すべき。

希望どおり働ける社会とは、労働者が育児休業を取得する、短時間勤務を利用できる、保育所に子供を預けて働くといったことを希
望どおりに選択できる社会。そのためには、雇用環境と保育サービスの双方の充実が重要。

働いている保護者だけでなくて、今は子育てをしているが、その後、復帰していく保護者に対しても、誰もが保育を受けられたり、
子育て支援を受けられるような制度に強化していくことを考えていくことが大切。

育休取得の機会費用が高い人が育休取得を避けることへの対策として、彼らの機会費用を下げる必要。労働者に育休取得をさせるイ
ンセンティブを与えるという視点ももっと考慮されるべき。

男性の育児休業の取得促進について、取得率100％を目指すことは一つの方法であるが、それは第一のステップであって、目標は取得
日数の男女差解消にある。産後パパ育休制度の実施に当たっては、男性労働者や企業が産後パパ育休制度の利用だけで満足すること
がないよう、育児休業の本体部分の取得を行うよう周知啓発が必要。

取組を実現していくためには、事業主に金銭的、非金銭的負担が生じるので、それに対する企業側ないしは経営者側の納得、理解を
得ることが重要。

子育てに係る総合的な取組をするのであれば、その前提として、男女の育休に係る理念の整理がこれまで以上に求められる。

両立支援としての保育、学童サービスは、働く親にとっては子供の出生から小学校中学年ぐらいまでの間、継続的に必要なサービス。
現状では出産を機に退職する母親が多いことを考慮すると、就職活動等の就労準備の時期についてもできる限り柔軟に保育が利用で
きる制度づくりが必要。

子育てのために仕事を休む、あるいは労働時間を減らすこと自体への公的な支援については、育休ないし時短を、雇用労働者が使用
者との関係で権利として確実に行えるような法整備と環境整備が必要。また、この場合の所得減少に対する支援、子育てにかかる経
済的負担への支援については、この給付を雇用労働者の雇用継続支援から離れて、子育てのための金銭給付としてよりユニバーサル
なものとして構想し、あらゆる親に対する所得保障、所得補足の制度として整理する方向性もある。この場合、児童手当等との関係
を整理する必要があり、その上で、財源や所得要件も含めた給付要件が議論になる。

子供の出生直後については、期間をもっと短く切ってでも思い切った法整備も検討の余地がある。

53



3

３．勤労者皆保険の実現

短時間労働者など一部の労働者を被用者保険の適用除外としている現行制度は、事業主に対して、非正規雇用等を推奨している面が
ある。格差や貧困をなくすためにあるはずの社会保障が、使用者に非正規雇用を促して格差・貧困を生んできた面があり、そうした
矛盾を直視し、解決を図るべき。

まずは、企業規模要件の段階的引下げなどを内容とする令和２年年金制度改正法に基づき、被用者保険の適用拡大を着実に実施すべ
きとともにさらなる見直しが必要。

被用者保険の適用拡大を更に進めるため、企業規模要件の50人以下への引下げや非適用業種の見直し等を検討すべき。

フリーランス・ギグワーカーなど現在の社会保険では包摂できていないような非典型労働者については新しい被保険者類型を考えて、
実態にふさわしい適用をしていくことが必要。

フリーランス・ギグワーカーへの社会保険の適用については、まずは、被用者性や労働者性をどう捉えるかの検討が先決。

事業主の雇い方の選択を歪めないよう、フリーランス・ギグワーカーへの目配りが必要。実質的には雇用類似の働き方をしているに
もかかわらず、事業主負担を嫌って、フリーランス契約が企業によってあえて選択される事態が起こらないようにする必要。

企業規模要件は、2012年の改正法の附則に当分の間の経過措置として位置づけられている。粛々と進めて、その先の議論をすること
ができればと思う。

雇用契約を締結する労働者以外への被用者保険、労働者保険の拡大の可否、適否という論点が、長期的には避けられない重要な論点
になる。ギグワーカーなどを念頭に置くと、問題の射程は労災や雇用保険にも及ぶ。

４．女性の就労の制約となっている制度の見直し

いわゆる「106万円の壁」、「130万円の壁」の直前で就業調整を行っている実態がある。「壁」の解消に向けた取組が必要。

被用者保険の適用拡大は、配偶者の扶養の範囲で働く被扶養者にとって抵抗感が強い「130万円の壁」を消失させる効果がある。

いわゆる「106万円の壁」や「130万円の壁」については、最低賃金の引上げや被用者保険の適用拡大を図ることにより、ある程度問
題解決が図られる状況になりつつある。

配偶者控除や企業の配偶者手当については、猶予期間を設けるなどしつつ、廃止の方向に向かうべきではないか。

配偶者控除は、単なる廃止ではなく、それに代わる控除の在り方を検討することを議論すべき。

配偶者手当は、縮小あるいは対象の見直し、廃止の方向で、労使が検討すべき。労使の問題であり，国や行政が強制できるものでは
ないが、女性の就労の制約となり、働き方に男女差を生じさせてしまうことの問題性は、労使、そして社会がしっかり認識すべき。
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５．家庭における介護の負担軽減

在宅高齢者を支えるサービス基盤の整備と更なる機能強化が重要。基盤整備は、介護サービスの提供にとどまらず、住まいと生活の
一体的な支援や見守り・相談支援も見据えたものである必要。

デジタル技術やテクノロジーの活用、高齢者の参画や処遇改善の取組を進めることによる介護人材の確保が重要。

介護休業よりも介護休暇などの利用が多い。介護離職は男女ともに生じる問題であり、中高年労働者が介護離職をした場合、再就職
が困難であり、生活破綻につながることも指摘されている。介護休業に限らず、介護離職を防ぐための施策が重要。

認知症を抱える方の家族やヤングケアラーを含め、支援を行う方に対する支援を行う必要。

在宅の高齢者を支えるサービス基盤の整備と更なる機能強化が課題。その際、介護サービスのみならず、日常的に医療が必要な要介
護者などを地域で支えるためのリハビリも含めた医療・介護連携体制の強化や、生活の一体的な支援、介護予防や社会参加活動の場
の充実などといった地域全体での生活基盤の確保という視点は不可欠。

介護離職やヤングケアラーの問題は、介護保険内での処理がむずかしいもの。時間をかけて議論をしないと解決は難しいのでは。
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６．「地域共生社会」づくり

人々が生活し、つながりを作るための支援が行われる場としての地域づくりは重要な課題。孤独・孤立対策を更に進める必要。

子育て世帯、高齢者、障害者、医療的ケア児等様々な困難を抱える方とその家族を支える地域ネットワークづくりが重要。「人と
人」、「組織と組織」のつながりを作ることが重要。

一人一人が自分の暮らしがあり、仕事があり、その中で役割を得ながら経済が回っていけるような地域の社会経済循環の構築と一体
的に社会保障制度を捉える視点が重要。

社会保障・福祉の制度には、住居が定まっていることが利用の前提となるものがあり、支援が必要な方に給付を届ける観点からも住
まいの支援は重要。

住まいの支援については、公営住宅、住宅セーフティネット制度や生活困窮者向けの住居確保給付金、生活保護制度における住宅扶
助等の既存の住まいの支援制度について、課題、重複の有無、支援の在り方などについて検討することが重要。

住宅の提供のみならず、見守りや相談支援の提供をあわせて行う仕組みを考えていくことが極めて重要。空き地、空き家の活用など、
まちづくりの視点から検討することも重要。各地方自治体において、地域の実情に応じた仕組みを検討する必要。

地域の中で、特にコロナ禍もあって、人と人とのつながりが非常に希薄化。どのようにつながりを作っていくのかが大変重要。

地域によって人口規模、年齢構成も異なり、それに伴い必要とされている社会保障関係の行政ニーズも違うが、それを支えていくた
めのコミュニティや地域の中の様々なつながりについても、その資源の在り方は地域によって違うし、実際にサービスを提供する側
の事業者やNPO、それを支えていく専門職の人材確保という意味でも、状況は大きく異なる。

地域を基幹として生活を支えるという方向性自体は積極的に推進されるべきであるが、問題は高齢、児童、障害、生活困窮といった
各分野においてそれぞれに地域が語られ、それぞれに地域づくりが議論されているように見えること。地域共生社会のイメージも分
野を超えて共有できているのか、確認しながら進める必要がある。

コロナ禍で住居確保給付金の利用件数が増え、住まいを消失するおそれのある人の裾野の広さが顕在化。住宅手当といった家賃補助
的な施策も含めて、普遍的な社会保障政策として検討する必要。生活保護制度の住宅扶助制度の整理も必要。さらに、現金給付と現
物給付を組み合わせることが今後必要になってくるのではないか、この点について議論を深めていく必要。

住宅政策を包括的にする場合、利用者の年齢などの基本的な情報を共有し、全世代型社会保障の趣旨との整合性の確認が必要。

住宅保障について、公的な支援、給付の対象となる住宅の最低限の質について規定が行われることが必要。

コロナ禍で顕在化した課題の対応については、失業者や生活困窮者などの施策においても、住居確保給付金も含め、様々な特例措置
などが設けられており、アフターコロナの対応が重要な課題。
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７．医療・介護・福祉サービス

公的価格検討委員会における費用の見える化を着実に進める。検討にあたっては、医療経済実態調査、介護経営実態調査に加えて、事
業報告書の活用も重要。

バックヤードにおけるデジタルの活用等により人材への依存度を下げることが重要。少ない人材で回る現場を作ることが処遇改善にも
つながる。

電子カルテ情報及び交換方式等の標準化は、効率的な医療の提供や、患者の利便性向上につながるとともに、創薬などの研究開発にも
資する。

ＣＴスキャン、ＭＲＩや健康診断等で得られる個人の医療情報を、自分で管理・活用することができるよう、議論すべき。どこで取ら
れたデータであるか保証された個人のデータを自分が管理でき、自身の希望に応じて医者等に渡して活用してもらうことができるよう
になれば、重複検査や重複診療の削減、医療費の効率化につながる。

新型コロナにより、日頃健康な人もかかりつけ医を持つことの重要性や、地域におけるかかりつけ医機能が有効に発揮されることの意
義などが改めて確認された。

「地域完結型」の医療・介護サービス提供体制の構築に向けて、包括支援型の地域ケア拠点の計画的整備、多職種連携・多機関連携を
機能させるためのデータヘルス・情報連携基盤の実装、地域医療連携推進法人等サービス提供を担う主体の経営基盤の強化・多機能化
による「切れ目のない伴走型支援体制」の整備などを進める必要。また、在宅医療の機能強化や、「治療」に特化する高次機能病院群
と「治し支える」地域医療を担う病院群を明確に位置付け、在宅を支援する医療機関の役割・位置付けを明確化すること、デジタル技
術の活用・医療I Tの推進の加速化など、地域医療構想の再構築による医療介護提供体制の見直しを進めるべき。そのため、診療報酬
体系・介護報酬体系の見直しを進める必要。

効率的で質の高い医療・介護サービス提供体制を整備していくことが重要。そのためには、特に医療提供体制については都道府県のガ
バナンスを強化していくことが不可欠であり、医療保険制度の見直しまで視野に入れて議論を深めていくことが必要。

処遇改善に関して、ICTの活用だけではなく、組織マネジメント改革、タスクシフティング、シニアボランティア人材の活用も必要。
何よりも経営の大規模化、共同化を進めることが重要。

ＤＸについて、事業報告書など、経営情報の見える化も必要。

デジタル技術の活用は効率的な人材の活用につながることも大事であるが、それ以上に保育や教育のサービスの質の向上につながって
いくような体制を作っていくところが重要になってくるのではないか。

患者が持っているパーソナル・レコードだけでなく、地域ヘルスケアにまつわる人たちが記録するヘルスケア・レコードもどうしたら
包括的に扱えるかについて議論が必要ではないか。

 2024年度は、診療報酬、介護報酬の同時改定、第８次医療計画や新たな医療費適正化計画が開始される年度であり重要。そのためには、
計画、診療報酬改定、介護報酬改定の中で、その改革が実施できるような議論を2022年、2023年度に前もって進めておく必要。

地域医療構想は2025年を目標としていたので、今後、凄まじく人口が減少していく2040年を目標としてバージョンアップする必要。一
方で、これまで2025年を目途に目指してきたはずの改革の動きが鈍るということがあってはならない。

都道府県のガバナンスの強化、医療保険の見直し、国保の都道府県化をもう少し徹底しないと地域医療構想のエンジンが育たない。後
期高齢者医療制度の都道府県化など、財政責任を含めて医療行政を都道府県に集約化していくこともそれに相当。

医療提供体制の分業と連携の重要性と、2024年から勤務医の働き方改革が始まる予定であることを併せて踏まえると、都道府県のガバ
ナンス強化による地域医療構想の一層の進展などに加え、医療資源の一層の集約を促すようなより踏み込んだ施策も検討すべき。
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参議院議員会館報告者/団体(　　　　　　　　　)名前(　　　　　　　　)

室番号 氏名 会派 選出 対応者
旧いのち
署名応

紹介
議員

40 39
416 有田　　芳生 立憲 比例 議員・秘書 応諾 応諾

813 石垣　　のりこ 立憲 宮城 議員・秘書 応諾 応諾

513 市田　　忠義 共産 比例 議員・秘書 応諾 応諾

609 伊藤　　岳 共産 埼玉 議員・秘書 応諾 応諾

321 井上　　哲士 共産 比例 議員・秘書 応諾 応諾

519 伊波　　洋一 沖縄 沖縄 議員・秘書 応諾 応諾

1002 岩渕　　　友 共産 比例 議員・秘書 応諾 応諾

901 打越　　さく良 無 新潟 議員・秘書 応諾 応諾

815 嘉田　由紀子 碧水 滋賀 議員・秘書 応諾 応諾

710 紙　　　智子 共産 比例 議員・秘書 応諾 応諾

715 木戸口　英司 立憲 岩手 議員・秘書 応諾 応諾

314 木村　　英子 れ新 比例 議員・秘書 応諾 応諾

509 吉良　よし子 共産 東京 議員・秘書 応諾 応諾

1021 倉林　　明子 共産 京都 議員・秘書 応諾 応諾

1208 小池　　　晃 共産 比例 議員・秘書 応諾 応諾

724 杉尾　　秀哉 立憲 長野 議員・秘書 応諾 応諾

1203 大門　実紀史 共産 比例 議員・秘書 応諾 応諾

712 高良　　鉄美 沖縄 沖縄 議員・秘書 応諾 応諾

408 武田　　良介 共産 比例 議員・秘書 応諾 応諾

1106 田名部　匡代 立憲 青森 議員・秘書 応諾 応諾

908 田村　　智子 共産 比例 議員・秘書 応諾 応諾

204 寺田　　　静 無 秋田 議員・秘書 応諾 応諾

701 徳永　　エリ 立憲 北海道 議員・秘書 応諾 応諾

709 ながえ　孝子 碧水 愛媛 議員・秘書 応諾 応諾

323 野田　　国義 立憲 福岡 議員・秘書 応諾 応諾

917 芳賀　　道也 国民 山形 議員・秘書 応諾 応諾

818 羽田　次郎 立憲 長野 議員・秘書 応諾

920 鉢呂　　吉雄 立憲 北海道 議員・秘書 応諾 応諾

1111 福島　みずほ 社民 比例 議員・秘書 応諾 応諾

302 舩後　　靖彦 れ新 比例 議員・秘書 応諾 応諾

508 川田　　龍平 立憲 比例 議員・秘書 応諾 応諾

810 舟山　　康江 国民 山形 議員・秘書 応諾 応諾

320 真山　　勇一 立憲 神奈川 議員・秘書 応諾 応諾

206 宮口　治子 立憲 広島 議員・秘書 応諾

322 宮沢　　由佳 立憲 山梨 議員・秘書 応諾 応諾

304 森　　ゆうこ 立憲 新潟 議員・秘書 応諾 応諾

1123 山下　　芳生 共産 比例 議員・秘書 応諾 応諾

817 山添　　　拓 共産 東京 議員・秘書 応諾 応諾

702 横沢　　高徳 立憲 岩手 議員・秘書 応諾 応諾

242 応諾 40 39
賛同 3 0
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衆議院議員
いのち 75歳 介護

55 64 0 3
2 512 石川　　香織 立民 北海道11 議員・秘書 応諾 応諾

2 801 神谷　　　裕 立民 （比）北海道 議員・秘書 応諾 応諾

1 324 松木けんこう 立民 北海道2 議員・秘書 応諾 応諾

2 516 道下　　大樹 立民 北海道1 議員・秘書 応諾 応諾

1 605 小沢  一郎 立民 （比）東北 議員・秘書 応諾 応諾

1 1014 寺田　　　学 立民 （比）東北 議員・秘書 応諾 応諾

2 202 緑川　　貴士 立民 秋田2 議員・秘書 応諾 応諾

1 711 岡本 あき子 立民 （比）東北 議員・秘書 応諾 応諾

1 313 鎌田　さゆり 立民 宮城2 議員・秘書 応諾

2 904 高橋 千鶴子 共産 （比）東北 議員・秘書 応諾 応諾

1 808 小熊　　慎司 立民 福島4 議員・秘書 応諾 応諾

2 201 青山  大人 立民 （比）北関東 議員・秘書 応諾 応諾

1 708 福田　　昭夫 立民 栃木2 議員・秘書 応諾

2 905 塩川  鉄也 共産 （比）北関東 議員・秘書 応諾 応諾

1 1119 奥野　総一郎 立民 千葉9 議員・秘書 応諾 応諾

2 1013 青柳 陽一郎 立民 （比）南関東 議員・秘書 応諾

1 424 阿部　　知子 立民 神奈川12 議員・秘書 応諾 応諾

2 803 浅川  義治 維新 （比）南関東 議員・秘書 賛同

2 608 篠原　　　豪 立民 神奈川1 議員・秘書 応諾 応諾

1 401 山崎   誠 立民 （比）南関東 議員・秘書 応諾 応諾

1 408 笠　　　浩史 立民 神奈川9 議員・秘書 応諾 応諾

2 1012 早稲田　ゆき 立民 神奈川4 議員・秘書 応諾 応諾

2 802 菊田　真紀子 立民 新潟4 議員・秘書 応諾 応諾

1 407 斎藤　　洋明 自民 新潟3 議員・秘書 応諾 応諾

2 724 米山　　隆一 立民 新潟5 議員・秘書 応諾

1 403 務台　　俊介 自民 （比）北陸信越 議員・秘書 応諾 賛同

1 719 篠原   孝 立民 （比）北陸信越 議員・秘書 応諾 応諾

1 806 下条　　みつ 立民 長野2 議員・秘書 応諾 応諾

1 517 大河原まさこ 立民 （比）東京 議員・秘書 応諾 応諾

2 621 笠井　　　亮 共産 （比）東京 議員・秘書 応諾 応諾

1 1219 宮本　　　徹 共産 （比）東京 議員・秘書 応諾 応諾

1 624 源馬　謙太郎 立民 静岡8 議員・秘書 応諾 応諾

1 712 田中   健 国民 （比）東海 議員・秘書 応諾 応諾
2 222 伊藤　　忠彦 自民 愛知8 議員・秘書 応諾

1 1124 神田　　憲次 自民 愛知5 議員・秘書 応諾

2 402 近藤　　昭一 立民 愛知3 議員・秘書 応諾 応諾

2 909 重徳　　和彦 立民 愛知12 議員・秘書 応諾 応諾

2 701 中川  貴元 自民 （比）東海 議員・秘書 応諾

1 1007 長坂　　康正 自民 愛知9 議員・秘書 応諾

1 305 牧   義夫 立民 （比）東海 議員・秘書 応諾 応諾 応諾
1 1106 本村　　伸子 共産 （比）東海 議員・秘書 応諾 応諾

2 322 吉田  統彦 立民 （比）東海 議員・秘書 応諾 応諾

選挙区
会
館

室番号 氏名 会派 対応者
旧いの
ち署名

紹介議員応諾
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2 405 斎藤アレックス 国民 （比）近畿 議員・秘書 応諾

2 609 徳永  久志 立民 （比）近畿 議員・秘書 応諾

2 519 北神　　圭朗 有志 京都4 議員・秘書 応諾

2 620 穀田  恵二 共産 （比）近畿 議員・秘書 応諾 応諾

2 417 大石  晃子 れ新 （比）近畿 議員・秘書 応諾

1 1108 宮本  岳志 共産 （比）近畿 議員・秘書 応諾

2 409 櫻井　　　周 立民 （比）近畿 議員・秘書 応諾 応諾

1 1217 馬淵　　澄夫 立民 奈良1 議員・秘書 応諾 応諾

2 911 岸本　　周平 国民 和歌山1 議員・秘書 応諾

2 1217 柚木　　道義 立民 （比）中国 議員・秘書 応諾 応諾

1 1022 佐藤　　公治 立民 広島6 議員・秘書 応諾 応諾

1 1213 寺田　　　稔 自民 広島5 議員・秘書 賛同

2 213 仁木　　博文 有志 徳島1 議員・秘書 応諾

2 1005 小川　　淳也 立民 香川1 議員・秘書 応諾 応諾

2 720 白石  洋一 立民 （比）四国 議員・秘書 応諾 応諾 応諾
2 1004 稲富  修二 立民 （比）九州 議員・秘書 応諾 応諾

2 712 田村  貴昭 共産 （比）九州 議員・秘書 応諾 応諾

1 606 末次  精一 立民 （比）九州 議員・秘書 応諾

2 1209 岩屋　　　毅 自民 大分3 議員・秘書 応諾 応諾

2 707 吉良　　州司 有志 大分1 議員・秘書 応諾 応諾

2 505 吉川   元 立民 （比）九州 議員・秘書 応諾

1 1015 渡辺　　　創 立民 宮崎1 議員・秘書 応諾

1 1107 赤嶺　　政賢 共産 沖縄1 議員・秘書 応諾 応諾

2 711 新垣　　邦男 立民 沖縄2 議員・秘書 応諾

1 1017 志位  和夫 共産 （比）南関東   議員・秘書 応諾 応諾

紹介 64
賛同 3
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２０２２年通常国会　東京選出議員働きかけ一覧
参議院議員
会館 部屋 議員名 会派 選挙区 いのち 75歳 介護

509 吉良　よし子 共産 東京 応諾 応諾
620 朝日　健太郎 自民 東京
605 小川　　敏夫 無 東京
612 音喜多　駿 維新 東京
706 塩村　あやか 立憲 東京
413 武見　　敬三 自民 東京
517 竹谷　とし子 公明 東京
904 中川　　雅治 自民 東京
902 丸川　　珠代 自民 東京
806 山口　那津男 公明 東京
411 蓮舫 立憲 東京
817 山添　　　拓 共産 東京 応諾 応諾

衆議院議員
1 517 大河原まさこ 立民 （比）東京 応諾 応諾
2 621 笠井　　　亮 共産 （比）東京 応諾 応諾
2 1122 伊藤　　俊輔 立民 （比）東京 応諾
1 1216 鈴木　　庸介 立民 （比）東京
2 416 櫛渕　万里 れ新 （比）東京
1 510 長島　　昭久 自民 （比）東京
1 513 小野　　泰輔 維新 （比）東京
1 609 海江田　万里 無 （比）東京
1 813 石原　　宏高 自民 （比）東京
1 1011 松本　　洋平 自民 （比）東京
1 1105 越智　　隆雄 自民 （比）東京
2 310 高木　　　啓 自民 （比）東京
2 321 阿部　　　司 維新 （比）東京
2 503 河西　　宏一 公明 （比）東京
2 523 若宮　　健嗣 自民 （比）東京
2 1023 高木　　陽介 公明 （比）東京
1 1219 宮本　　　徹 共産 （比）東京 応諾 応諾
2 917 山田　　美樹 自民 東京1
2 1215 鈴木　　隼人君自民 東京10
2 622 下村　　博文 自民 東京11
1 1005 岡本　　三成 公明 東京12
1 1020 土田　　　慎 自民 東京13
1 709 松島　みどり 自民 東京14
2 611 柿沢　　未途 自民 東京15
2 510 大西　　英男 自民 東京16
1 1115 平沢　　勝栄 自民 東京17
1 512 菅　　　直人 立民 東京18
2 1008 末松　　義規 立民 東京19
1 522 辻　　　清人 自民 東京2
1 915 木原　　誠二 自民 東京20
2 1007 小田原　　潔 自民 東京21
2 524 伊藤　　達也 自民 東京22
1 814 小倉　　將信 自民 東京23
2 1205 萩生田　光一 自民 東京24
1 317 井上　　信治 自民 東京25
2 709 松原　　　仁 立民 東京3 応諾
1 914 平　　　将明 自民 東京4
1 802 手塚　　仁雄 立民 東京5
2 606 落合　　貴之 立民 東京6
2 706 長妻　　　昭 立民 東京7
2 607 吉田　はるみ 立民 東京8
1 1013 山岸　　一生 立民 東京9

54 7 5 0計
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主催：中央社保協/全労連/全日本民医連/自治労連/日本医労連 

連絡先 03-5842-5611（全労連） 文京区湯島２－４－４平和と労働センター･全労連会館４階 

   
    

  

 

  

 

 

 

 

新型コロナウィルスの感染拡大は、医療をはじめとした社会保
障・福祉体制の脆弱さを明らかにしました。いのちと健康、くらし
を守り、新たな感染症や大規模災害などに備えるため医療・介護・
保健所など社会保障を直ちに拡充することを求めます。 
新いのち署名は紹介議員が１００人以上になり、大きな運動にな

っています。これまで私たちが集めてきた署名を提出し、国会での
採択をめざします。 

5 月26 日（木）１２：００～１５：３０ 

●会場 衆議院第一議員会館大会議室  

（１1：３０から通行証を配布します） 

 

Zoom                         YouTube 

http://bit.ly/ 3x6ubwE             http://bit.ly/3JeaV2A 

 タイムテーブル（案） 

●12時～ 署名提出・議員あいさつ 
●13時～ 行動提起 
●13時 10分～ 国会議員要請・昼食 
●15時～全体報告集会 議員要請報告・決意表明 
●15時半 終了・解散 
 
☘地元国会議員に現場実態を訴えて紹介議員になってもらいましょう。 
（アポを取ってお願いに行きましょう） 
☘目標に達するまで署名を集めましょう 

 

78

http://bit.ly/3JeaV2A


1 

 

 

４月２１日参議院議員

会館前で、７５歳以上の

医療費窓口負担２倍化中

止を求める署名の提出行

動が行われ、１５０人が

参加しました。 

行動は、中央社会保障

推進協議会・日本高齢期

運動連絡会・全日本年金

者組合・医療団体連絡会

議が呼びかけました。提

出した２倍化中止署名

は、累計で６４万７０３

９筆に達しました。 

冒頭あいさつに立った保険医団体連合会の 住江

憲勇さんは、窓口２倍化の範囲は政令で低収入の人

にまで広げられる。この時点で止めなければならな

い。高齢者の所得に占める医療費の率は、現役世代

の 2～5倍。窓口 2倍化すれば４～10倍の負担にな

る。２倍化されれば 28％の人が受診を控える。重症

化の原因になると指摘。所得再分配の視点を欠く岸

田政権を批判。世論を広げ 2倍化中止に追い込もう

と訴えました。 

東京高齢期運動連絡会の 早川明好さんは、真実

を知らせれば誰もが 2倍化に反対する。分断を乗り

越えてたたかおう。7 月には参議院選挙もある。と

運動の強化を訴えました。 

日本医労連の 鎌倉幸孝さんは、公的病院の現場

の窮状を訴え、コロナ下での公的医療切り捨ては許

せないと訴えました。 

愛知県保険医協会の 板津慶幸さんは、老人医療

費無料のとき、早期のがんが多く見つかった。今は

手遅れで来る人が多い。窓口 2倍化されたら、医療

はさらに遠のく、と訴え、愛知の医師会との懇談で

自己負担問題では同じ考えだと言われたことを紹

介しました。  

東京保険医協会の 中村洋一さんは、高齢者は診

療科も多い。良い新薬ができるが薬は高い。懐具合

で薬が使えなくていいのか。介護の自己負担も重く

医療費が上がれば大変なことになると述べました。 

中央社会保障推進協議会の是枝一成さんは、電話

相談には、死にたい、消えてしまいたいという声が

寄せられる。介護している夫が亡くなれば楽になる

と思ってしまうという辛い声も。昨年８月１日から

の介護保険補足給付の見直しによる負担増が低所

得者に襲いかかっている。と訴えました。 

年金者組合都本部の小澤満吉さん・全日本民医連

の久保田直生さんが高齢者の実態、現場の状況を踏

まえて発言しました。 

吉田統彦衆議院議員(立憲)、下条みつ衆議院議員

(立憲)、石垣のり子参議院議員(立憲)、宮本徹衆議

院議員(共産)、田村智子参議院議員(共産)が駆けつ

けて連帯、激励のあいさつを行い、集まった署名を

受け取りました。 

 

【速報】 ２０２２/０４/２6 

東京高齢期運動連絡会 

tokyo.koureiki@gmail.com 

豊島区南大塚３－４３－１３  

スミヨシビル３F 

０３－５９５６－８７８１ 

75歳以上の医療費窓口負担 2倍化中止の署名をさらに大きく広げましょう 
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気温が２６度を越える夏のような

陽ざしの中、新宿駅東口アルタ前に全

日本教職員組合の大型宣伝カーをつ

け、１５団体６０人が参加して、宣伝

を行いました。 

７５歳以上の窓口負担２倍化中止・

医師、看護師、医療技術職員、介護職

員等の増員と待遇改善・公立、公的病

院の切り捨て反対・保健所の増設・年

金引き下げ中止などを訴えました。 

保険医団体連合会の 住江憲勇さん

が冒頭の訴えを行いました。 

全労連副議長の 前田博史さんは、

世代間分断をあおる自公政権を厳しく批判。消費税

は社会保障のためと言うが、１０％になって社会保

障は守られてきたでしょうか、と訴え、国は真綿で

国民の首を絞めるように社会保障を削ってきた。ぜ

ひ止めさせましょうと呼びかけました。 

東京高齢期運動連絡会の 菅谷正見さんは、コロ

ナ禍、物価高騰の中での７５歳以上の医療費窓口負

担２倍化にストップをかけようと訴えました。 

日本医療労働組合連合会の 森田進さんは、ベッ

ドは増やせても、医師や看護師は簡単に増やせない。

医療を充実させる政治を、と署名への協力を訴えま

した。 

年金者組合東京都本部の小澤満吉さんは、支給さ

れる物は減らされ、負担はふやされる。逆転した政

治にもっと怒ろう、声をあげよう。若い人と一緒に

７月の参議院選挙で変えようと呼びかけました。 

自治労連の 小泉治さんは、まずロシアのウクラ

イナ侵略を糾弾。公務員が減らされ、公立公的病院

が減らされ、公務員が過酷な労働を強いられている

実態を告発しました。 

全国生活と健康を守る会連合会の 西野武さん

は、全国の生活と健康を守る会の「ウクライナ侵略

やめろ」の運動を紹介。生活保護基準は諸制度の基

準となっている。その切り下げは対象者の生活を直

撃すると共に、暮らしを支える多くの制度に影響す

ると述べました。続いて新生存権裁判の原告がマイ

クを取り裁判への支援を訴えました。 

民主医療機関連合会の 久保田直生さんは、緊急

困難事例調査について報告。コロナの中、職を失っ

て医療をガマンし重症化するなど悲惨な事例が多

くある、金がなければ医療にかからせないという残

酷な制度、胸がつぶれる思いだと述べ、戦後まもな

く生まれ今の日本を築き上げた高齢者から医療を

取り上げるのか。こんな野蛮なことやめさせよう。

と訴えました。 

最後に日本高齢期運動連絡会の 武市和彦さんが

まとめのあいさつを行い、宣伝行動を終了しました。 
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「岸田さんこの声聞いてよ」アンケート結果のまとめ 

                           2022.516 

                                    日本高齢期運動連絡会 

 

 

１,75 歳以上医療費窓口負担 2 割化を 10 月実施と決定  ～将来 3割に～ 

 現在、75 歳以上の高齢者医療費窓口負担は原則１割で、年収 383 万円以上（単身世帯）

の人は３割負担（約 130 万人、約７％）です。政府はこうした仕組みを変更し、「単身世帯

で年収 200 万円以上、夫婦とも 75 歳以上の世帯で年収 320 万円以上」を対象に、窓口負担

を１割から２割に引き上げようとしています。75 歳以上となる 1,815 万人のうち約 370 万

人、約 23％が対象となります。法律では２割化の開始時期は１０月から２割負担に引き上

げる方針です。高齢者の保険料負担については、恒久制度による保険料軽減措置に加えて、

予算措置による保険料軽減特例が実施されてきましたたが、それでも 10％を超える保険料

負担率（2020～21 年度は 11.41％）となっています。その保険料の軽減特例も廃止されま

した。いまの制度は、高齢者を標的とした医療費抑制をねらい、「健康の自己責任」と「受

益者負担」を制度の根幹に据えています。こうした制度の欠陥は放置したまま、窓口負担を

２割化することを認めることはできません。経団連は、「原則２割を基本」とするよう繰り

返し主張しています。いま２割化を許すことは、その先の「原則２割」、近い将来の「原則

３割」へと段階的に負担増を進めていく突破口にされる恐れがあります。わたしたちは、高

齢者のいのち、人権を守るため、10 月実施の中止をもとめて運動をすすめています。 

 

２,「岸田さんこの声聞いてよ」アンケートの目的 

 コロナ禍の中で、ここ数年高齢者の生活実態は大変厳しくなっています。この状況の中で 

75 歳以上医療費窓口負担 2 割化が実施されれば、受診抑制が起こり、必要な医療を受けら

れない事態が進むと考えられます。今回のアンケートでは、岸田首相へ直接高齢者の声を届

けるとともに、この間の日常生活の中で経験したことにお答えいただきました。 

 

３,アンケート回収数等 

 回収数 1,665 件  回収地域 全国 18 県 対象者 65 歳以上の高齢者 

 各県医療機関窓口、地域の生協組合員組織、老人クラブ等にアンケート用紙を配布し 

 回収しました。 

 

４,アンケート結果のまとめ 

 この一年間のご自分の生活の中で経験されたことで多かった答えは。①新しい服、靴など

を買うのを控えた(62%)、②家族・友人との外食を控えた(60%)、③趣味・レジャーを減ら

した(59%)、④交際費を切り詰めた(46%)、⑤食費を切り詰めた(40%)と続き、切り詰めて

もどうにか生活できる項目とともに、高齢者にとって大切な社会とのつながりに必要な経

費を削っている方がいました。「美容院にはもう何年も行っていない。自分でカットしてい

る」と答えた方もいました。また、電気代の削減のため、冷暖房の使用を控えたと答えた方

も(39%)いらっしゃいました。 
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 「医者にかかるのを控えた」と答えた方は 20%いました。コロナ禍の中での受診控えも

すすんでいることが浮き彫りになりました。 

 深刻なのは、国保料・税の支払いや、電話・通信費の支払いが滞ったと答えた方が(7.3%) 

、金融機関に借金した方も 7.4％、家賃・住宅ローンの支払いが滞った方も 4.2%いて、現在

の収入だけでは生活を維持することが困難な方が一定数いることです。 

 憲法で保障されている、健康で文化的な最低限度の生活からほど遠い状況に高齢者の生

活におかれていることがこのアンケートから見えます。 

 

５、自由記載欄の中から 生活実態に関係する記載を集めてみました 

非耐久消費財の支出をぎりぎりまで切り詰めて生活している方が多くいます。家電製品の

故障の際の購入、補聴器の購入まで対応できない状況の方が数多くいます。そんな中で、75

歳医療費的口負担 2 割化になると、これ以上何を切り詰めるのか、将来の生活への不安が

多く寄せられました。 

詳しくは別紙参照ください。 

 

６、まとめ 

・コロナ禍の中での厳しい生活実態がアンケートで明らかになりました。 

・厚生労働大臣が先の国会答弁の中で、「高齢者にはまだ生活に余裕がある」かのような答 

弁をし、75 歳医療費窓口負担 2 割化を強行しましたが。実際の高齢者の生活実態はアン

ケート結果のとおり、様々な節約対策をしながら生きている方が多くいることが明らか

になり、国会での厚生労働大臣の答弁の内容とは大きく違っています。 

・フレイルの要因の重要な要素である、社会とのつながりが、コロナ禍の中で経済的な理由 

 からも発生していることは高齢者の健康維持の観点からも見過ごすことはできません。 

・20％の方が医療機関への受診を控えていると回答している。この上に、75 歳医療費窓口 

負担 2 割化が実施されると、高齢者の受診抑制が起こることが大いに懸念されます。 

・岸田内閣は、10 月実施の 75 歳医療費窓口負担 2 割化の実施は中止にすべきです。 

・誰でも病気にかかる可能性があり、医療には負担（支払い）能力と関係なく必要性が生じ

ます。自己責任や助け合いで解決できる問題ではありません。したがって、所得の多寡に

かかわらずにすべての国民が平等に医療サービス給付を受けられるようにすることが、

社会保障の本来のあり方です。それと、高齢者の人権、いのちを守る闘いでもあります。

高齢者への給付が多すぎるかのように描き、世代間対立をあおって負担を肩代わりさせ

あうのではなく、「負担（支払い）能力に応じた負担」は、医療費窓口負担ではなく、税

と社会保険料に求めるべきです。 

・わたしたちは、75 歳以上の方を対象にした、高齢者生活実態調査を実施し、現在分析を 

進めています。5 月末までには一次調査をまとめ、結果を公表する予定です。 
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食費を切り詰めた

国保料・税の支払いが滞った

医者にかかるのを控えた

交際費を切り詰めた

金融機関などに借金した

新しい服・靴を買うのを控えた

電話代等通信料の支払いが滞った

家賃・住宅ローンなどの支払いが滞った

趣味・レジャーを減らした

冷暖房使用を控えた

家族・友人との外食を控えた

理髪店・美容院に行く回数を減らした

どれにも当てはまらない

この一年間のあなたの暮らしで経験されたことは(複数回答) 回答数1665件

～「岸田さんこの声聞いてよ」アンケート結果より～ 高齢者の厳しい生活実査隊 削れる支出は削ったもうこれ以上は限界 

6割の方が社会とのつながり(外食・趣味レジャー)、非耐久消費財(衣服・靴等)の経費を削減。2割の方が医者にかかるのを控えたと回答 
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●「再分配が大事」 

馬淵澄夫衆議院議員（立憲、奈良１区）と懇談 

 保団連は４月 21日、馬淵澄夫衆議院議員（立憲、奈良１区）と懇談しました。懇談には、住江憲勇保

団連会長、宇佐美宏保団連副会長が参加しました。 

 馬淵議員は、開口一番、「昨年の衆議院選挙後、党の国対委員長という重責を拝命することとなった。

この立場からみなさんの要請に応えていきたい」と発言。 

 住江先生は、先ごろ、立憲民主党の厚生労働部会で、75歳以上の窓口負担２割化の実施を食い止める

ための提案を行ったことを報告。あわせて、所得再分配の必要性を強調しました。 

馬淵議員は、「岸田政権は分配を強調するが、再分配について決して言わない。再分配の仕方で幸福度

は違う。私は再分配が大事なことを泉健太代表にいつも申している。消費税減税も強く訴えたい」と応

じました。また、75 歳以上の窓口負担実施阻止に向けては、「厚労部会の中島克仁、吉田統彦衆議院議

員がしっかりやってくれると思う」と応じました。また、２割化中止署名の紹介議員も引き受けました。 

 

●「社会保障を拡充し、無償で提供するベーシック・サービス」を提起 

斎藤アレックス衆議院議員（国民、比例近畿（滋賀１区）） 

 保団連は４月 21 日、斎藤アレックス衆議院議員（国民、比例近畿（滋賀１区））と懇談しました。懇

談には、名嘉圭太事務局長、前谷かおる事務局次長が参加しました。 

 名嘉事務局長は、斎藤議員が「保険でより良い歯科医療を求める請願署名」の紹介議員となったこと

にお礼を言い、新型コロナ感染拡大の中で受診控えが起こっていること、そんな中で 75 歳窓口負担２

割負担が実施されると、受診抑制がさらに広がる懸念があることを指摘。国民民主党としても、少なく

とも、実施延期にご尽力いただくことを求めました。 

 斎藤議員は、医療をはじめとした公的サービスを拡充し、サービスそのものを無料で受けられる「ベ

ーシック・サービス」という自身の考え方を披露。税収についても富裕層への課税、労働者の賃金向上

による好循環をつくることを提起しました。 

 前谷次長から、入院、外来の感染対策向上加算の算定要件、施設基準を緩和し、あわせて点数を引き

上げるなど、2022 年度診療報酬の改善にご尽力いただくことを求め、斎藤議員は、「75 歳の窓口負担の

問題とあわせ、党の厚労部会に問い合わせる」と応じました。 

 あわせて、斎藤議員は、「友人に歯科技工士がいる」と歯科技工問題に関心を示し、保団連・保険で良

い歯科医療を全国連絡会による「歯科技工問題を考える国会内集会」について紹介すると、「ぜひ参加し

たい」と応じました。また、地元・滋賀協会との懇談ができることを「楽しみにしている」と笑顔で応

えました。 
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令和4年4月22日 衆議院厚生労働委員会議事速報（未定稿） 

a - 3 - 
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い
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さ
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減
免
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ

り
ま
す
。 

 

た
だ
、
こ
う
し
た
保
険
料
の
減
免
の
仕
組
み
は
、
相
互

扶
助
に
よ
り
運
営
さ
れ
る
制
度
の
理
念
に
鑑
み
ま
す
と
、

保
険
者
が
個
々
の
事
情
を
勘
案
し
て
行
う
も
の
で
あ
り
ま

し
て
、
例
え
ば
今
御
指
摘
の
よ
う
な
子
育
て
世
代
と
い
っ

た
特
定
の
対
象
者
に
あ
ら
か
じ
め
画
一
的
な
基
準
を
設
け

て
減
免
を
行
う
こ
と
は
、
こ
れ
は
制
度
の
た
て
つ
け
上
は

好
ま
し
い
も
の
だ
と
い
う
ふ
う
に
は
考
え
て
お
り
ま
せ
ん
。 

○
宮
本
（
徹
）
委
員 

子
育
て
世
帯
に
一
律
に
減
免
す
る

の
は
制
度
の
た
て
つ
け
上
好
ま
し
い
も
の
と
は
考
え
て
い

な
い
と
い
う
答
弁
を
聞
い
て
驚
い
た
ん
で
す
け
れ
ど
も
、

今
年
の
四
月
か
ら
国
は
何
を
や
っ
て
い
ま
す
か
。
今
年
四

月
か
ら
、
子
育
て
世
帯
の
負
担
軽
減
と
し
て
、
未
就
学
児

の
国
民
健
康
保
険
料
の
均
等
割
を
半
額
に
軽
減
す
る
制
度

が
始
ま
っ
て
い
る
じ
ゃ
な
い
で
す
か
。
自
治
体
に
対
し
て

は
好
ま
し
く
な
い
と
言
っ
て
い
る
こ
と
を
、
国
は
こ
の
四

月
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
て
い
る
わ
け
で
す
よ
。
私
は
こ
れ
は

大
変
な
矛
盾
だ
と
思
い
ま
す
よ
。
大
変
な
矛
盾
だ
と
思
い

ま
す
よ
。 

 

何
で
そ
ん
な
、
私
が
し
ゃ
べ
っ
て
い
る
間
に
手
を
挙
げ

ら
れ
て
い
る
の
で
。
（
後
藤
国
務
大
臣
「
い
え
い
え
」
と

呼
ぶ
）
い
や
、
い
い
で
す
よ
。
ど
う
ぞ
。
ど
う
ぞ
答
弁
く

だ
さ
い
。 

○
後
藤
国
務
大
臣 

済
み
ま
せ
ん
。
ち
ょ
っ
と
、
大
変
な

矛
盾
だ
と
言
わ
れ
た
の
で
、
つ
い
手
を
挙
げ
て
し
ま
い
ま

し
た
。
発
言
を
遮
る
こ
と
に
な
っ
た
と
す
れ
ば
陳
謝
い
た

し
ま
す
け
れ
ど
も
。 

 

未
就
学
児
の
均
等
割
保
険
料
の
軽
減
制
度
に
つ
い
て
は
、

全
国
一
律
の
制
度
と
し
て
、
公
費
を
投
入
し
て
被
保
険
者

間
の
公
平
性
を
確
保
し
た
上
で
保
険
料
の
負
担
軽
減
を
図

っ
た
も
の
で
あ
り
ま
し
て
、
先
ほ
ど
申
し
上
げ
た
の
は
、

市
町
村
が
独
自
の
判
断
に
お
い
て
そ
の
保
険
料
を
減
免
し

て
い
く
と
い
う
こ
と
が
保
険
の
制
度
の
た
て
つ
け
と
し
て

ど
う
か
と
。 

 

で
す
か
ら
、
ど
こ
の
市
町
村
か
は
私
は
よ
く
分
か
ら
な
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い
ん
で
す
け
れ
ど
も
、
そ
う
い
う
よ
う
な
取
扱
い
を
し
て

い
る
と
い
う
こ
と
そ
の
も
の
に
つ
い
て
若
干
コ
メ
ン
ト
を

さ
せ
て
い
た
だ
い
た
と
い
う
こ
と
で
あ
り
ま
し
て
、
個
別

に
そ
れ
ぞ
れ
の
市
町
村
が
や
る
と
い
う
こ
と
と
、
一
律
に

公
費
を
投
入
し
て
国
全
体
で
国
が
施
策
と
し
て
行
う
と
い

う
こ
と
は
、
や
は
り
保
険
原
理
上
は
違
う
と
思
い
ま
す
。 

○
宮
本
（
徹
）
委
員 

い
や
い
や
い
や
い
や
、
こ
れ
は
、

保
険
者
は
そ
れ
ぞ
れ
の
自
治
体
が
や
っ
て
い
る
わ
け
で
す

か
ら
、
保
険
者
の
判
断
で
そ
れ
は
や
れ
ば
い
い
こ
と
な
わ

け
で
す
よ
。 

 

国
が
税
金
を
投
入
し
て
子
育
て
世
代
の
負
担
軽
減
を
や

る
の
は
い
い
け
れ
ど
も
、
地
方
自
治
体
が
一
般
会
計
か
ら

繰
り
入
れ
て
子
供
の
均
等
割
の
軽
減
を
す
る
の
は
好
ま
し

く
な
い
と
い
う
の
は
、
こ
の
答
弁
は
、
先
ほ
ど
の
大
臣
の

答
弁
を
聞
い
て
も
全
く
理
解
で
き
な
い
で
す
よ
。
恐
ら
く
、

こ
の
委
員
会
に
い
る
人
も
、
今
の
大
臣
の
答
弁
で
納
得
し

た
人
な
ん
て
一
人
も
い
な
い
と
思
い
ま
す
よ
。
う
う
ん
と

横
を
向
い
て
い
ま
す
が
、
じ
ゃ
、
大
臣
の
今
の
答
弁
で
納

得
し
た
方
、
い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
す
か
。
誰
も
い
ら
っ
し
ゃ

ら
な
い
じ
ゃ
な
い
で
す
か
。 

 

私
は
、
や
は
り
、
今
、
政
府
は
、
一
般
会
計
か
ら
繰
り

入
れ
て
子
供
の
国
保
税
の
均
等
割
を
減
免
す
る
の
は
、
解

消
す
べ
き
赤
字
の
繰
入
れ
だ
と
い
う
こ
と
を
言
っ
て
い
る

わ
け
で
ご
ざ
い
ま
す
が
、
自
治
体
の
子
育
て
支
援
の
足
を

引
っ
張
る
の
は
や
め
る
べ
き
だ
と
私
は
思
い
ま
す
よ
。
そ

う
い
う
自
治
体
は
ど
ん
ど
ん
広
が
っ
て
い
る
わ
け
で
す
か

ら
、
自
治
体
の
足
を
引
っ
張
る
よ
う
な
こ
と
は
、
答
弁
も

や
め
て
く
だ
さ
い
。 

○
後
藤
国
務
大
臣 

国
民
保
険
料
に
つ
い
て
は
、
同
じ
医

療
費
水
準
や
所
得
水
準
の
被
保
険
者
で
あ
れ
ば
、
全
国
同

じ
基
準
で
受
益
に
応
じ
た
公
平
な
保
険
料
を
設
定
す
る
こ

と
が
必
要
と
い
う
こ
と
で
、
国
民
健
康
保
険
料
に
関
す
る

基
準
は
従
う
べ
き
基
準
と
し
て
定
め
て
お
り
ま
し
て
、
国

の
基
準
を
超
え
て
、
独
自
に
一
律
の
保
険
料
軽
減
を
条
例

で
定
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
仕
組
み
と
し
て
い
る
と
い
う

こ
と
を
制
度
上
申
し
上
げ
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
す
。 

○
宮
本
（
徹
）
委
員 

い
や
い
や
、
そ
う
い
う
こ
と
を
言

っ
て
、
自
治
体
に
対
し
て
、
こ
う
い
う
独
自
の
子
育
て
支

援
策
を
や
め
ろ
と
い
う
の
は
や
め
た
方
が
い
い
で
す
よ
、

本
当
に
。
そ
の
こ
と
を
強
く
申
し
上
げ
て
お
き
た
い
と
思

い
ま
す
。 

 

そ
の
上
で
、
次
の
問
題
に
移
り
ま
す
。
男
女
の
賃
金
格

差
是
正
に
つ
い
て
で
す
。 

 

予
算
委
員
会
で
、
女
性
活
躍
推
進
法
の
枠
組
み
を
使
っ

て
、
男
女
賃
金
格
差
に
つ
い
て
公
表
の
義
務
づ
け
、
格
差

是
正
の
義
務
づ
け
に
つ
い
て
議
論
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し

た
。
今
日
は
、
そ
の
後
の
検
討
状
況
に
つ
い
て
お
伺
い
し

た
い
と
思
い
ま
す
。 

 

ま
ず
、
昨
年
公
表
さ
れ
ま
し
た
男
女
間
賃
金
格
差
是
正

の
た
め
の
賃
金
透
明
化
ツ
ー
ル
に
関
す
る
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
報
告

書
が
ご
ざ
い
ま
す
。
今
日
、
資
料
を
配
っ
て
お
り
ま
す
が
、

そ
の
中
で
は
、
賃
金
格
差
報
告
又
は
同
一
賃
金
監
査
を
義

務
づ
け
て
い
る
国
が
半
数
と
い
う
ふ
う
に
な
っ
て
お
り
ま

す
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
報
告
書
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
効
果
に
つ
い

て
も
分
析
を
さ
れ
て
お
り
ま
す
。 

 

こ
の
点
、
大
臣
、
ど
う
受
け
止
め
ら
れ
る
で
し
ょ
う
か
。 

○
後
藤
国
務
大
臣 

御
指
摘
の
男
女
間
賃
金
格
差
是
正
の

た
め
の
賃
金
透
明
化
ツ
ー
ル
に
関
す
る
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
報
告
書

に
つ
き
ま
し
て
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
に
お
い
て
進
め
ら
れ

て
い
る
男
女
間
賃
金
格
差
の
是
正
に
向
け
た
取
組
に
つ
い

て
、
そ
の
概
要
と
効
果
分
析
等
が
報
告
さ
れ
て
い
る
も
の

と
承
知
し
て
お
り
ま
す
。 

 

こ
う
し
た
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
の
取
組
、
そ
れ
か
ら
、
我
が

国
に
お
い
て
依
然
と
し
て
男
女
間
賃
金
格
差
が
大
き
い
状

況
も
踏
ま
え
て
、
男
女
間
賃
金
格
差
の
改
善
に
向
け
て
、

女
性
活
躍
推
進
法
の
ス
キ
ー
ム
が
更
に
実
効
あ
る
も
の
と

な
る
よ
う
に
、
男
女
間
賃
金
格
差
そ
の
も
の
の
開
示
を
充

実
す
る
制
度
の
見
直
し
に
つ
い
て
具
体
的
に
検
討
し
て
い

る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
速
や
か
に
着
手
も
し
て
ま
い
り
た
い

と
い
う
ふ
う
に
思
っ
て
い
ま
す
。 

○
宮
本
（
徹
）
委
員 

こ
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
報
告
書
の
中
で

も
、
賃
金
格
差
報
告
の
公
表
を
義
務
づ
け
れ
ば
、
賃
金
格

差
が
縮
ま
る
効
果
が
あ
る
と
。
さ
ら
に
、
男
女
同
一
賃
金

で
あ
る
こ
と
を
示
す
こ
と
を
義
務
づ
け
れ
ば
、
よ
り
賃
金

格
差
是
正
の
効
果
が
あ
る
と
い
う
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る

わ
け
で
す
。 

 

有
価
証
券
報
告
書
で
は
、
金
融
庁
が
男
女
別
平
均
賃
金

の
公
表
を
義
務
づ
け
る
、
こ
う
い
う
方
向
を
示
さ
れ
て
お

り
ま
す
。
た
だ
、
有
価
証
券
報
告
書
を
出
し
て
い
る
の
は
、

国
内
企
業
で
い
え
ば
四
千
二
百
余
り
。
海
外
で
は
ど
う
な

っ
て
い
る
か
と
い
い
ま
す
と
、
資
料
の
九
ペ
ー
ジ
目
に
つ

け
て
お
り
ま
す
が
、
イ
ギ
リ
ス
で
は
従
業
員
二
百
五
十
人

以
上
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
従
業
員
五
十
人
以
上
が
男
女
の
賃

金
格
差
の
公
表
が
義
務
づ
け
ら
れ
る
と
い
う
こ
と
に
な
っ

て
お
り
ま
す
。
有
価
証
券
報
告
書
で
は
、
上
場
企
業
と
い

う
こ
と
に
な
り
ま
す
か
ら
、
極
め
て
対
象
が
狭
い
わ
け
で

す
ね
。 

 

例
え
ば
、
男
女
活
躍
推
進
法
に
基
づ
く
三
百
人
以
上
の

企
業
で
い
え
ば
、
一
万
七
千
三
百
社
程
度
あ
る
わ
け
で
ご

ざ
い
ま
す
。
実
効
あ
る
男
女
賃
金
格
差
の
是
正
を
進
め
る

89


